
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     県内中小企業の景況感 

県内中小企業の景況感は、持ち直している。 

先行きについては改善の動きがみられる。 
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特別調査 価格転嫁について 
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埼玉県では、四半期ごとに県内中小企業を対象にアンケートとヒアリングによる 

経営動向調査を行っています。今回は令和７年１～３月期についての結果報告です。 

アンケート調査は、県内中小企業 2,200社に送付し、1,282社から御回答いただきました。 

（回答率 58.3％） 
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はじめに 

埼玉県では、県内主要業界・業種の景況について、その現状と見通しに関する調査を四半期ごとに 

実施し、産業労働施策を推進するための基礎資料として活用しております。 

調査結果の公表 

アンケート及びヒアリング調査の結果全体を取りまとめ、原則として、調査月の翌月中に公表します。 

アンケート調査の集計表は埼玉県ホームページに掲載しております。 

埼玉県ホームページ ： https://www.pref.saitama.lg.jp/a0801/doukou.html 
調査方法の概要 

１ 調査の方法 （１）書面によるアンケート調査 （２）業界団体及び個別企業へのヒアリング 

 

 ２ 調査対象期間  令和７年１～３月（調査日：令和７年３月１日時点） 

 

３ 調査対象業種及び回答数 

 対象業種 対象企業数 回答数 回答率 

 

アンケート調査 

 

 

 

製 造 業       

非 製 造 業       

計 

        企業 

     ９６０ 

 １,２４０ 

 ２,２００ 

      企業 

 ５５２ 

 ７３０ 

１,２８２ 

       % 

  ５７.５ 

  ５８.９ 

  ５８.３ 

 

ヒアリング調査 

 

 

 

 

 

製 造 業       

建 設 業 

小 売 業       

飲 食 店 

情報サービス業 

運 輸 業 

サービス業  

計 

     団体・企業 

      ２９  

   ３  

     １１  

１  

        ３  

１  

２  

      ５０  

   

 

 

    ※ アンケート調査先は、『株式会社東京商工リサーチ埼玉支店』の企業情報から 
    県内中小企業を業種別に抽出しました。 
 
   ※ 製造業（１２業種） 
   食料品製造、繊維工業、家具・装備品、パルプ・紙・紙加工品、印刷業、化学工業、プラス 
   チック製品、鉄鋼業・非鉄金属、金属製品、電気機械器具、輸送用機械器具、一般機械器具 

   ※ 非製造業（７業種） 

    建設業、卸売・小売業、飲食店、情報サービス業、運輸業、不動産業、サービス業 
 

業種別の回答数及び回答内容については、ホームページに掲載している集計表を御覧ください。 
 

４ 書面アンケートの集計方法 

アンケート調査については、業種別に景気の動向を観測できる項目を抽出し、前期との対比による増減

又は好転・悪化の割合（％）の差をＤＩ値として集計しています。 

 
 
 
 
 
 
 

   (注１)本文中の割合(％)については、小数点第２位を四捨五入して表記しているため、 
景況感、売上げ、資金繰り及び採算の各ＤＩ値は、±０.１の範囲で差異が生じることがある。 

 (注２)設問によっては未回答もあり、必ずしも回答数の総数(１,２８２件)とは一致しない。  

ＤＩ（景気動向指数：Diffusion Index）とは 

 増加（好転）と回答した企業割合から減少（悪化）と回答した企業割合を差し引いた指数で、企業の

景況判断等の強弱感の判断に使用する指数のことです。 

〈例〉「増加」５０％ 「変わらず」２０％ 「減少」３０％ 

   ＤＩ＝５０％－３０％＝２０ 

https://www.pref.saitama.lg.jp/a0801/doukou.html
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 県内中小企業の景況感は、持ち直している。              

先行きについては改善の動きがみられる。 
  

 〔景況感ＤＩ〕 
・前期比で２.８ポイント減少し▲４０.８となり、３期ぶりに悪化した。 
・業種別では、製造業、非製造業ともに３期ぶりに悪化した。 

 
〔景況感の先行きＤＩ〕 
・前期比で０.３ポイント増加し▲１７.４となった。２期ぶりに改善した。 

 
〔売上げＤＩ、資金繰りＤＩ及び採算ＤＩ〕 
 ・売上げＤＩは▲２２．３となり、２期ぶりに悪化した。 
・資金繰りＤＩは▲８．９となり、２期連続で改善した。 
・採算ＤＩは▲２６．６となり、４期ぶりに悪化した。 

 
〔設備投資の実施率〕 
 ・前期比で２．３％減少し２１.６％となり、３期ぶりに減少した。 
 
〔来期の見通し〕 
 ・売上げＤＩ及び採算ＤＩは当期ＤＩより改善し、資金繰りＤＩは当期ＤＩより悪化する 

見通しである。 
 ・設備投資の実施率については当期実施率から横ばいに推移する見通しとなっている。 

I 調査結果概要 

県内中小企業の経営状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

 

注１）数値については、小数点第２位を四捨五入して表記しているため、ＤＩを算出すると±0.1 ポイントの範囲で差異が生じ

ることがある。 

注２）「前期」：令和６年１０～１２月期、「当期」：令和７年１～３月期、「来期(先行き)」：令和７年４～６月期 

自社業界の景況感ＤＩは▲４０.８（前期比▲２．８）となり、３期ぶりに悪化した。 

業種別にみると、製造業、非製造業ともに３期ぶりに悪化した。 

〔景況感ＤＩの推移〕  

  
当 期 

(R7.1-3) 

前 期 

(R6.10-12) 

前年同期 

(R6.1-3) 

全  体 ▲４０．８ ▲３８．０ ▲４１．０ 

製 造 業 ▲４６．９ ▲４３．９ ▲４６．９ 

非製造業 ▲３６．１ ▲３３．５ ▲３６．４ 

先行きについては、「良い方向に向かう」とみる企業は７.７％（前期比＋０.５％）、 

「悪い方向に向かう」とみる企業は２５.１％（前期比＋０.２％）だった。 

先行きＤＩは▲１７.４（前期比＋０.３）と、２期ぶりに改善した。 

〔来期の見通し〕 

  良い方向に向かう 悪い方向に向かう 
先行き DI 

(R7.4-6) 

全  体 ７．７％ ２５．１％ ▲１７．４ 

製 造 業 ７．５％ ２６．３％ ▲１８．８ 

非製造業 ７．９％ ２４．３％ ▲１６．４ 
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売上げＤＩは▲２２.３（前期比▲１４.２）となり、２期ぶりに悪化した。来期は改善する見通し。 

業種別にみると、製造業は４期ぶりに悪化し、非製造業は２期ぶりに悪化した。 

来期については、製造業、非製造業ともに当期の売上げＤＩより改善する見通しである。 

 

 〔売上げＤＩの推移〕 

  
当 期 

(R7.1-3) 

前 期 

(R6.10-12) 

前年同期 

(R6.1-3) 

来期見通し 

(R7.4-6) 

全  体 ▲２２．３ ▲８．１ ▲２５．８ ▲１２．７ 

製 造 業 ▲２４．５ ▲５．７ ▲２８．１ ▲１２．９ 

非製造業 ▲２０．６ ▲１０．０ ▲２４．０ ▲１２．５ 

 

資金繰りＤＩは▲８.９（前期比＋８.３）となり、２期連続改善した。来期は悪化する見通し。 

業種別にみると、製造業は２期ぶりに悪化し、非製造業は３期ぶりに改善した。 

来期については、製造業は当期の資金繰りＤＩよりも改善し、非製造業は悪化する見通しである。 

 

〔資金繰りＤＩの推移〕 

  
当 期 

(R7.1-3) 

前 期 

(R6.10-12) 

前年同期 

(R6.1-3) 

来期見通し 

(R7.4-6) 

全  体 ▲８．９ ▲１７．２ ▲２３．２ ▲１７．６ 

製 造 業 ▲２１．９ ▲１７．６ ▲２６．０ ▲１９．３ 

非製造業 ▲０．４ ▲１６．９ ▲２１．０ ▲１６．２ 

 

採算ＤＩは▲２６.６（前期比▲３.２）となり、４期ぶりに悪化した。来期は改善する見通し。 

業種別にみると、製造業は４期ぶりに悪化し、非製造業は２期連続悪化した。 

来期については、製造業、非製造業ともに当期の採算ＤＩより改善する見通しである。 

 

〔採算ＤＩの推移〕 

  
当 期 

(R7.1-3) 

前 期 

(R6.10-12) 

前年同期 

(R6.1-3) 

来期見通し 

(R7.4-6) 

全  体 ▲２６．６ ▲２３．３ ▲２８．５ ▲１９．８ 

製 造 業 ▲２６．９ ▲２２．３ ▲３０．５ ▲１９．５ 

非製造業 ▲２６．３ ▲２４．１ ▲２７．１ ▲２０．０ 
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設備投資の実施率は２１.６％（前期比▲２.３％）となり、３期ぶりに減少した。 

来期は横ばいに推移する見通し。 

業種別にみると、製造業は２期連続減少し、非製造業は３期ぶりに減少した。 

来期については、製造業は当期の実施率より増加し、非製造業は減少する見通しである。 

 

〔設備投資の実施率〕 

  
当 期 

(R7.1-3) 

前 期 

(R6.10-12) 

前年同期 

(R6.1-3) 

来期見通し 

(R7.4-6) 

全  体 ２１．６％ ２３．９％ ２０．３％ ２１．６％ 

製 造 業 ２４．１％ ２６．４％ ２３．２％ ２６．０％ 

非製造業 １９．７％ ２２．０％ １８．１％ １８．３％ 
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※ 詳細はＰ１９を御覧ください。 

 

 

 

 

 

 

業種 コメント 

電気機械器具 米国の関税政策の影響を受ける可能性があり、先行きは不透明である。 

金属製品 米国による関税政策やそれに伴う米中に貿易戦争等への懸念から、不透明感が強い。 

プラスチック製品 見通しは不透明であり、年度計画の下方修正を行う予定である。 

食料品製造 生産性向上が図れており、今後徐々に良い方向に向かっていくとみている。 

工業塗装 先行きは不透明である。米国の関税政策による自動車業界への影響が懸念される。 

百貨店 客数、売上げともに伸長しており、今後も良い方向に向かっていくとみている。 

宿泊業 週末を中心に予約は順調に埋まっており、良い方向に向かっていくとみている。 

 

業種 コメント 

一般機械器具 大手ゼネコンからの受注や新たな調査機器の開発依頼が増えており、好況である。 

輸送用機会器具 回復を期待していたが、依然として不況である。 

スーパー 既存店の売上げが増え、新規出店も計画どおりに進んでおり、好況である。 

商店街 原材料や光熱費高騰の影響が大きく、不況である。 

その他小売卸売 不況である。見積りを出しても受注に至らないケースが最近特に増えている。 

旅行業 景況感は普通である。需要は旺盛だが、人手不足で受注を増やせない状況が続く。 

運輸業 業界全体として荷役が増えているという印象はなく、景況感は普通である。 

 

業種 コメント 

輸送用機械器具 高単価の新規受注の増加と製造現場の生産性向上の効果で採算は良くなった。 

電気機械器具 売上高は前年同期比でほとんど変わらず低調だが、引き合いは増えてきているため、

今後は徐々に増えていくとみている。 

銑鉄鋳物 賃上げを続ける中でも労務費を含めた価格転嫁ができており、採算は変わらない。 

印刷業 資材価格上昇分の５０％程度しか価格転嫁できておらず、採算は悪化している。 

スーパー 値上げにより客単価が上がったが客数が減り、売上高はほとんど変わらない。 

情報サービス業 不採算部門を整理したことで、採算は良くなった。 

建設業 建築コストはおおむね販売価格に転嫁できており、採算を維持している。 
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  自社業界の景気について「好況である」とみる企業は６.０％、「不況である」とみる企業は 

４６.７％で、景況感ＤＩ（「好況である」－「不況である」企業の割合）は▲４０.８となった。 

 前期（▲３８.０）から２.８ポイント減少し、３期ぶりに悪化した。 

II 調査結果の詳細（アンケート調査からみた経営動向） 

※ 数値については、小数点第２位を四捨五入して表記しているため、ＤＩを算出すると±0.1 ポイントの範囲で差異が

生じることがある。 

 

 

 

 

〈業種別〉 

  製造業 

「好況である」とみる企業は４.９％、「不況である」とみる企業は５１.８％で、景況感ＤＩは

▲４６.９となった。前期（▲４３.９）から３.０ポイント減少し、３期ぶりに悪化した。 

 業種別にＤＩ値をみると、１２業種中、「化学工業」「プラスチック製品」「鉄鋼業・非鉄金

属」「金属製品」「電気機械器具」「一般機械器具」が前期から改善し、それ以外の６業種は前期

から悪化した。特に、「食料品製造」は前期比で２４.８ポイント減少し、前年同期比でも８.５ポ

イント減少した。 

 

    非製造業 

「好況である」とみる企業は６.８％、「不況である」とみる企業は４２.９％で、景況感ＤＩは

▲３６.１となった。前期（▲３３.５）から２.６ポイント減少し、３期ぶりに悪化した。 

業種別にＤＩ値をみると、７業種中、「建設業」「情報サービス業」が前期から改善し、「サー

ビス業」は横ばいに推移し、それ以外の４業種は前期から悪化した。特に、「運輸業」は前期比で

１２.７ポイント減少した。 

 

〔業種別の景況感ＤＩ〕 

 

〔景況感ＤＩの推移〕 
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43.3%

47.3%

42.9%

51.8%

46.7%
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非製造業

(n=723)

製造業

(n=550)

全体

(n=1,273)

好況である 普通である 不況である

▲ 40.8

▲ 46.9

▲ 36.1

  
当期 DI 

(R7.1-3) 

前期比 

(R6.10-12) 

前年同期比 

(R6.1-3) 

来期見通し DI 

(R7.4-6 の見通し) 

前期比[前回調査] 

(R7.1-3 の見通し) 

全  体 ▲４０．８ ▲２．８ ＋０．２ ▲１７．４ ＋０．３ 

製 造 業 ▲４６．９ ▲３．０  ０．０ ▲１８．８ ▲２．２ 

非製造業 ▲３６．１ ▲２．６ ＋０．３ ▲１６．４ ＋２．２ 
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〔景況感ＤＩの推移〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔従業員規模別の景況感〕 
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 先行きについては、「良い方向に向かう」とみる企業は７.７％（前期比＋０.５％）、「悪い方

向に向かう」とみる企業は２５.１％（前期比＋０.２％）だった。先行きＤＩは▲１７.４（前期比

＋０.３）と、２期ぶりに改善した。 

 

 

 

 

〈業種別〉 

  製造業 

先行きＤＩは▲１８.８（前期比▲２.２）と、２期連続悪化した。 

  非製造業 

先行きＤＩは▲１６.４（前期比＋２.２）と、２期ぶりに改善した。 

 

〔来期の景況感ＤＩ〕 
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良い方向に向かう どちらともいえない 悪い方向に向かう

▲ 18.8

▲ 16.6

▲ 17.4

▲ 17.7

▲ 18.5

▲ 16.4



埼玉県四半期経営動向調査（令和７年１月～３月期） 

- 11 - 

〔景況感ＤＩの推移（詳細）〕 

 

景況感ＤＩの推移

R6. R6. R6. R6. R7. R7.
1～3月期 4～6月期 7～9月期 10～12月期 1～3月期 4～6月期

（当　期） （見通し）

▲ 41.0 ▲ 43.1 ▲ 40.0 ▲ 38.0 ▲ 40.8 ▲ 2.8 0.2 ▲ 17.4

▲ 46.9 ▲ 50.8 ▲ 46.3 ▲ 43.9 ▲ 46.9 ▲ 3.0 0.0 ▲ 18.8

▲ 36.7 ▲ 42.0 ▲ 37.5 ▲ 20.5 ▲ 45.2 ▲ 24.8 ▲ 8.5 ▲ 11.9

▲ 56.8 ▲ 60.0 ▲ 66.7 ▲ 51.9 ▲ 54.5 ▲ 2.7 2.2 ▲ 39.4

▲ 29.6 ▲ 48.1 ▲ 42.9 ▲ 35.7 ▲ 45.2 ▲ 9.4 ▲ 15.5 ▲ 41.9

▲ 73.9 ▲ 63.6 ▲ 64.4 ▲ 51.0 ▲ 62.0 ▲ 11.0 11.9 ▲ 18.0

▲ 44.7 ▲ 75.0 ▲ 64.1 ▲ 46.3 ▲ 68.9 ▲ 22.5 ▲ 24.2 ▲ 31.1

▲ 27.9 ▲ 28.9 ▲ 34.0 ▲ 31.1 ▲ 11.1 20.0 16.8 ▲ 5.6

▲ 49.0 ▲ 55.6 ▲ 41.8 ▲ 45.5 ▲ 39.6 5.9 9.4 ▲ 19.6

▲ 54.0 ▲ 53.2 ▲ 60.0 ▲ 68.4 ▲ 60.8 7.6 ▲ 6.8 ▲ 33.3

▲ 52.2 ▲ 50.7 ▲ 54.8 ▲ 48.6 ▲ 48.5 0.1 3.7 ▲ 11.8

▲ 38.2 ▲ 50.0 ▲ 31.4 ▲ 50.0 ▲ 39.1 10.9 ▲ 0.9 ▲ 4.3

▲ 40.0 ▲ 41.3 ▲ 33.3 ▲ 18.6 ▲ 31.8 ▲ 13.2 8.2 ▲ 2.3

▲ 51.7 ▲ 44.1 ▲ 35.1 ▲ 54.2 ▲ 46.4 7.8 5.2 ▲ 17.9

   非  製  造  業 ▲ 36.4 ▲ 37.4 ▲ 35.5 ▲ 33.5 ▲ 36.1 ▲ 2.6 0.3 ▲ 16.4

▲ 25.7 ▲ 36.1 ▲ 34.2 ▲ 27.3 ▲ 22.9 4.4 2.7 ▲ 16.7

 総合工事業 ▲ 30.0 ▲ 37.0 ▲ 34.5 ▲ 36.4 ▲ 18.2 18.2 11.8 ▲ 20.5

 職別工事業 ▲ 26.9 ▲ 41.2 ▲ 44.2 ▲ 35.4 ▲ 42.6 ▲ 7.2 ▲ 15.7 ▲ 25.9

 設備工事業 ▲ 20.0 ▲ 30.2 ▲ 22.9 ▲ 10.6 ▲ 4.3 6.3 15.7 ▲ 2.2

▲ 52.6 ▲ 48.9 ▲ 43.7 ▲ 44.5 ▲ 51.4 ▲ 6.9 1.2 ▲ 20.8

（卸売業） ▲ 45.0 ▲ 45.1 ▲ 34.4 ▲ 39.7 ▲ 43.0 ▲ 3.3 2.0 ▲ 15.0

 繊維・衣服等 ▲ 21.4 ▲ 45.0 ▲ 42.1 ▲ 60.0 ▲ 53.3 6.7 ▲ 31.9 ▲ 21.4

  飲食料品 ▲ 46.4 ▲ 48.3 ▲ 29.0 ▲ 32.3 ▲ 34.6 ▲ 2.4 11.8 ▲ 7.7

 建築材料、鉱物・金属材料等 ▲ 39.3 ▲ 50.0 ▲ 43.3 ▲ 44.0 ▲ 48.3 ▲ 4.3 ▲ 9.0 ▲ 20.7

 機械器具 ▲ 52.0 ▲ 31.0 ▲ 18.5 ▲ 18.2 ▲ 26.9 ▲ 8.7 25.1 ▲ 15.4

その他 ▲ 56.0 ▲ 52.2 ▲ 41.7 ▲ 47.8 ▲ 61.1 ▲ 13.3 ▲ 5.1 ▲ 11.1

（小売業） ▲ 59.4 ▲ 52.5 ▲ 52.6 ▲ 48.9 ▲ 58.4 ▲ 9.5 1.0 ▲ 25.5

 織物・衣服・身の回り品 ▲ 71.0 ▲ 61.8 ▲ 69.2 ▲ 55.3 ▲ 75.7 ▲ 20.4 ▲ 4.7 ▲ 21.6

 飲食料品 ▲ 64.7 ▲ 52.8 ▲ 50.0 ▲ 55.6 ▲ 60.6 ▲ 5.1 4.1 ▲ 27.3

 機械器具 ▲ 55.2 ▲ 46.7 ▲ 41.9 ▲ 35.7 ▲ 44.8 ▲ 9.1 10.3 ▲ 13.8

 その他 ▲ 48.7 ▲ 48.8 ▲ 46.2 ▲ 45.5 ▲ 50.0 ▲ 4.5 ▲ 1.3 ▲ 36.8

▲ 14.3 ▲ 37.8 ▲ 28.6 ▲ 42.9 ▲ 46.5 ▲ 3.7 ▲ 32.2 ▲ 18.6

▲ 7.7 ▲ 9.4 ▲ 14.5 ▲ 15.3 ▲ 8.3 6.9 ▲ 0.6 2.1

▲ 42.3 ▲ 41.1 ▲ 43.1 ▲ 29.5 ▲ 42.2 ▲ 12.7 0.1 ▲ 22.2

▲ 26.3 ▲ 32.7 ▲ 37.7 ▲ 20.5 ▲ 26.8 ▲ 6.4 ▲ 0.5 ▲ 7.3

▲ 35.8 ▲ 28.0 ▲ 29.9 ▲ 29.8 ▲ 29.8 ▲ 0.0 6.0 ▲ 14.6

 専門サービス業 ▲ 20.0 ▲ 23.9 ▲ 23.9 ▲ 19.5 ▲ 16.7 2.8 3.3 ▲ 18.9

 洗濯・理美容・浴場業 ▲ 53.8 ▲ 34.2 ▲ 35.9 ▲ 45.2 ▲ 51.3 ▲ 6.1 2.6 ▲ 12.8

 その他生活関連・娯楽業 ▲ 41.0 ▲ 36.8 ▲ 34.1 ▲ 30.6 ▲ 35.0 ▲ 4.4 6.0 ▲ 20.0

 その他の事業サービス業 ▲ 30.8 ▲ 17.1 ▲ 26.3 ▲ 27.3 ▲ 13.9 13.4 16.9 ▲ 5.7

単位：ＤＩ

   製　　造　　業

前期比

 食料品製造

卸

売

小

売

 金属製品

 不動産業

 サービス業

 建　設　業

 運輸業

 電気機械器具　

増　 減

 情報サービス業

 家具・装備品

 繊維工業

 一般機械器具

 プラスチック製品

 鉄鋼業・非鉄金属

 卸売・小売業

 輸送用機械器具

 パルプ・紙・紙加工品

 印刷業

 化学工業

 飲　食　店

前年
同期比

業　　　　　　　種

 全 　 　　　　体



埼玉県四半期経営動向調査（令和７年１月～３月期） 

- 12 - 

  前期と比べ、売上げが「増加した」と答えた企業は１６.７％、「減少した」と答えた企業は 

３９.０％で、売上げＤＩ（「増加した」－「減少した」と答えた企業の割合）は▲２２.３と 

なった。前期（▲８.１）から１４.２ポイント減少し、２期ぶりに悪化した。 

先行きについて、売上げが「増加する見通し」と答えた企業は１８.２％、「減少する見通し」と

答えた企業は３０.９％であった。 

 当期の売上げＤＩ（▲２２.３）と比べて、来期ＤＩは▲１２.７（当期比＋９.６）と改善する 

見通しである。 

 

 

 

 

〈業種別〉 

  製造業 

売上げが「増加した」と答えた企業は１６.０％、「減少した」と答えた企業は４０.５％で、

売上げＤＩは▲２４.５となった。前期（▲５.７）から１８.８ポイント減少し、４期ぶりに悪化

した。 

業種別にＤＩ値をみると、１２業種中、「家具・装備品」「電気機械器具」「一般機械器具」

の３業種が前期から改善し、それ以外の９業種は前期から悪化した。特に、「食料品製造」は 

前期比で５１.２ポイント減少し、前年同期比でも２６.７ポイント減少した。 

 

  非製造業 

 売上げが「増加した」と答えた企業は１７.２％、「減少した」と答えた企業は３７.８％で、

売上げＤＩは▲２０.６となった。前期（▲１０.０）から１０.７ポイント減少し、２期ぶりに悪

化した。 

 業種別にＤＩ値をみると、７業種中、「情報サービス業」「不動産業」の２業種が前期から改

善し、それ以外の５業種は前期から悪化した。特に、「飲食店」は前期比で２４.９ポイント減

少し、前年同期比でも２３.８ポイント減少した。 

 

〔売上げ実績〕 

  増加した 変わらない 減少した DI 前期比 前年同期比 

全  体 １６．７％ ４４．４％ ３９．０％ ▲２２．３ ▲１４．２ ＋３．５ 

製 造 業 １６．０％ ４３．６％ ４０．５％ ▲２４．５ ▲１８．８ ＋３．６ 

非製造業 １７．２％ ４５．０％ ３７．８％ ▲２０．６ ▲１０．７ ＋３．４ 

 

 

 

 

 

〈業種別〉 

  製造業 

      来期の売上げＤＩは▲１２.９（当期比＋１１.６）と改善する見通しである。 

  非製造業 

      来期の売上げＤＩは▲１２.５（当期比＋８.１）と改善する見通しである。 

 

        (注)全業種の集計結果とＤＩの推移は付表(Ｐ５６)を御覧ください。 
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 前期と比べ、資金繰りが「良くなった」と答えた企業は１５.２％、「悪くなった」と答えた企業は 

２４.１％で、資金繰りＤＩ（「良くなった」－「悪くなった」と答えた企業の割合）は▲８.９と 

なった。前期（▲１７.２）から８.３ポイント増加し、２期連続改善した。 

 先行きについて、資金繰りが「良くなる見通し」と答えた企業は７.９％、「悪くなる見通し」と 

答えた企業は２５.４％であった。当期の資金繰りＤＩ（▲８.９）と比べて、来期ＤＩは▲１７.６ 

（当期比▲８.６）と悪化する見通しである。 

 

 

 

 

〈業種別〉 

  製造業 

 資金繰りが「良くなった」と答えた企業は６.６％、「悪くなった」と答えた企業は２８.５％

で、資金繰りＤＩは▲２１.９となった。前期（▲１７.６）から４.３ポイント減少し、２期ぶり

に悪化した。 

 業種別にＤＩ値をみると、１２業種中、「家具・装備品」「化学工業」「鉄鋼業・非鉄金属」

「電気機械器具」「一般機械器具」の５業種が前期から改善し、それ以外の７業種は前期から悪化

した。特に、「繊維工業」は前期比で２２.０ポイント減少し、前年同期比でも３０.０ポイント減

少した。 

 

  非製造業 

資金繰りが「良くなった」と答えた企業は２０.９％、「悪くなった」と答えた企業は２１.２％

で、資金繰りＤＩは▲０.４となった。前期（▲１６.９）からは増加し、３期ぶりに改善した。 

業種別にＤＩ値をみると、７業種中、「サービス業」が前期から悪化し、それ以外の６業種は前

期から改善した。特に、「卸売・小売業」は前期比で３３.９ポイント増加し、前年同期比でも 

４０.０ポイント増加した。 

 

〔資金繰り実績〕 

  良くなった 変わらない 悪くなった DI 前期比 前年同期比 

全  体 １５．２％ ６０．７％ ２４．１％ ▲８．９ ＋８．３ ＋１４．３ 

製 造 業 ６．６％ ６４．９％ ２８．５％ ▲２１．９ ▲４．３ ＋４．０ 

非製造業 ２０．９％ ５７．９％ ２１．２％ ▲０．４ ＋１６．５ ＋２０．７ 

 

 

 

 

 

〈業種別〉 

  製造業 

 来期の資金繰りＤＩは▲１９.３（当期比＋２.６）と改善する見通しである。 

  非製造業 

 来期の資金繰りＤＩは▲１６.２（当期比▲１５.９）と悪化する見通しである。 

 

 (注)全業種の集計結果とＤＩの推移は付表(Ｐ５７)を御覧ください。 
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前期と比べ、採算が「良くなった」と答えた企業は８.９％、「悪くなった」と答えた企業は 

３５.５％で、採算ＤＩ（「良くなった」－「悪くなった」と答えた企業の割合）は▲２６.６と 

なった。前期（▲２３.３）から３.２ポイント減少し、４期ぶりに悪化した。 

先行きについて、採算が「良くなる見通し」と答えた企業は９.７％、「悪くなる見通し」と 

答えた企業は２９.４％であった。 

 当期の採算ＤＩ（▲２６.６）と比べて、来期ＤＩは▲１９.８（当期比＋６.８）と改善する 

見通しである。 

 

 

 

 

〈業種別〉 

  製造業 

 採算が「良くなった」と答えた企業は９.５％、「悪くなった」と答えた企業は３６.４％で、採

算ＤＩは▲２６.９となった。前期（▲２２.３）から４.５ポイント減少し、４期ぶりに悪化した。 

 業種別にＤＩ値をみると、１２業種中、「家具・装備品」「化学工業」「鉄鋼業・非鉄金属」

「電気機械器具」「一般機械器具」の５業種が前期から改善し、それ以外の７業種は前期から悪化

した。特に、「食料品製造」は前期比で２３.７ポイント減少し、前年同期比でも３７.７ポイント

減少した。 

 

  非製造業 

 採算が「良くなった」と答えた企業は８.５％、「悪くなった」と答えた企業は３４.８％で、採

算ＤＩは▲２６.３となった。前期（▲２４.１）から２.３ポイント減少し、２期連続悪化した。 

 業種別にＤＩ値をみると、７業種中、「建設業」「不動産業」の２業種が前期から改善し、「飲

食店」は横ばいで推移し、それ以外の４業種が悪化した。特に、「サービス業」は前期比６.０ポイ

ント減少し、前年同期比でも３.３ポイント減少した。 

 

〔採算実績〕 

  良くなった 変わらない 悪くなった DI 前期比 前年同期比 

全  体 ８．９％ ５５．６％ ３５．５％ ▲２６．６ ▲３．２ ＋２．０ 

製 造 業 ９．５％ ５４．１％ ３６．４％ ▲２６．９ ▲４．５ ＋３．６ 

非製造業 ８．５％ ５６．８％ ３４．８％ ▲２６．３ ▲２．３ ＋０．７ 

      

 

 

 

 

 

〈業種別〉 

  製造業 

来期の採算ＤＩは▲１９.５（当期比＋７.４）と改善する見通しである。 

  非製造業 

来期の採算ＤＩは▲２０.０（当期比＋６.４）と改善する見通しである。 

 (注) 全業種の集計結果とＤＩの推移は付表(Ｐ５８)を御覧ください。  
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 当期に設備投資を実施したと答えた企業は２１.６％で、前期（２３.９％）から２.３ポイント 

減少し、３期ぶりに減少した。 

 内容をみると、「生産・販売・設備（建設機械を含む）」が４３.５％で最も高く、「車輌・運搬

具」が３２.０％、「情報化機器」が２６.８％と続いている。 

 目的では、「更新、維持・補修」が６９.８％で最も高く、「生産・販売能力の拡大」が 

２７.０％、「合理化・省力化」が２７.０％と続いている。 

 

 

 

 

 

 

 

〈業種別〉 

  製造業 

 設備投資を実施したと答えた企業は２４.１％で、前期（２６.４％）から２.４ポイント減少し、

２期連続減少した。また、前年同期（２３.２％）から０.９ポイント増加した。 

 業種別でみると、１２業種中、「パルプ・紙・紙加工品」「印刷業」「プラスチック製品」「電

気機械器具」「一般機械器具」の５業種が前期から増加し、それ以外の７業種は減少した。 

 設備投資の内容は、「生産・販売・設備（建設機械を含む）」が６５.６％で最も高く、次いで、

「情報化機器」が２３.４％、「車輌・運搬具」が２１.１％と続いている。 

 設備投資の目的は、「更新、維持・補修」が７０.２％で最も高く、次いで「生産・販売能力の拡

大」が２８.２％、「合理化・省力化」が２５.８％と続いている。 

 

  非製造業 

 設備投資を実施したと答えた企業は１９.７％で、前期（２２.０％）から２.３ポイント減少し、

３期ぶりに減少した。また、前年同期（１８.１％）から１.６ポイント増加した。 

 業種別でみると、１２業種中、「飲食店」「情報サービス業」の２業種が前期から増加し、それ

以外の１０業種は増加した。 

 設備投資の内容は、「車輌・運搬具」が４１.８％で最も高く、次いで、「情報化機器」が 

２９．８％、「生産・販売・設備（建設機械を含む）」が２３.４％と続いている。 

  設備投資の目的は、「更新、維持・補修」が６９.５％で最も高く、次いで「合理化・省力化」が

２８.１％、「生産・販売能力の拡大」 が２５.８％と続いている。 

 

〔設備投資実施率〕 

  実施した 実施しなかった 前期比 前年同期比 

全  体 ２１．６％ ７８．４％ ▲２．３ ＋１．３ 

製 造 業 ２４．１％ ７５．９％ ▲２．４ ＋０．９ 

非製造業 １９．７％ ８０．３％ ▲２．３ ＋１．６ 
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 来期に「設備投資を実施する予定」と答えた企業は２１.６％で、当期（２１.６％）から横ばい

に推移する見通しである。 

 

 

 

〈業種別〉 

  製造業 

 「設備投資を予定している」と答えた企業は２６.０％となっており、増加する見通しである。 

  非製造業 

 「設備投資を予定している」と答えた企業は１８.３％となっており、減少する見通しである。 

         (注) 全業種の集計結果とＤＩの推移は付表(Ｐ５９)を御覧ください。 

 

〔業種別・設備投資実施率〕                        

                          

※数値は当期の実施率 
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〔設備投資実施率の推移〕 

 

〔設備投資の内容【複数回答】〕 
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〔設備投資の目的【複数回答】〕 
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III ヒアリング調査からみた企業の声 

 

① 【景況感】 

・大手ゼネコンからの受注や新たな調査機器の開発依頼が増えてきており、好況である。 

・足下の受注は低調だが、メインの自動車関連や食品容器関連で引き合いが増えてきており、少しず

つ良い方向に向かっている。 

・半導体製造装置をはじめ、医療機器や食料品製造機械等で全体的に受注が落ち込んでおり、不況で

ある。 

② 【売上高】 

・値上げをしている中でも受注は堅調であり、売上高は前年同期比で１０％程度増えた。 

・自社開発製品の売上げが伸びており、増収基調が続いている。 

・売上高は前年同期比でほとんど変わらない。今後は先端半導体関連をはじめの新規の受注獲得に注

力していく。 

・引き合いは増えているものの実際の受注はいまだ低調であり、売上高は前年同期比でやや減ってい

る。 

③ 【受注単価】 

・受注単価は前期比で上がった。価格は３か月に１度は見直しを行い、随時引き上げを行っている。 

・原材料費、外注費を中心にコスト上昇が続いていることから値上げを実施した。ただ価格交渉に対

する姿勢は取引先によって大きく違い、価格転嫁はいまだ十分に行えていない。 

・受注単価はほとんど変わらない。受注に当たっては他社との相見積もりが基本であり、単価を低く

抑えている同業他社が依然として多いため、受注機会を逃すおそれから価格転嫁が十分にできな

い。 

④ 【人件費】 

・４月に賃上げを実施するか検討している。昨年はベア含む賃上げ率は５.６％としたが、今回はそれ

よりも低くなるかもしれない。 

・３％（ベア１％＋定期昇給２％）程度の賃上げを検討している。一方で業績は厳しいため、今後賞

与の支給水準を下げるかもしれない。 

・大手が大幅な賃上げを行っており、自社も人材確保のため賃上げをせざるを得ない。ただ、利益が

なかなか上がらない状況にあるため、賃上げ率は昨年よりも下げ、今後の決算状況を見ながら賞与

の支給額で調整しようと考えている。 

⑤ 【原材料価格・その他諸費用】 

・円安の影響で、海外から輸入している商材の価格が前年同期比で１０％程度上がった。 

・原材料価格は全体的に高止まりの状況にある。 

・受注が好調である一方で自社の設備を稼働させるための人材が不足しており、外注費の増加が続い

ている。 

⑥ 【採算性】 

・一部の製品を値上げしたことで採算は若干良くなった。 

・価格転嫁が十分でないことに加え、外注費が増えていることで、採算は悪くなった。 

・受注が低調で稼働が落ちているため、採算は悪くなった。 
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① 【景況感】 

・認証不正問題の影響がなくなってきており、業界全体としての景況感は普通。自社においては大手

自動車メーカー関連の受注がおおむね計画どおりに推移しており、業績は比較的堅調である。 

・特に大きな動きはなく、景況感は普通である。 

・回復を期待していたが、依然として不況である。大手トラックメーカーの東南アジアでの販売が落

ち込んでいる影響が大きく、今後の持ち直しも期待できない。 

② 【売上高】 

・乗用車、トラック関連の受注はおおむね計画どおりであり、売上高は前年同期比でほとんど変わら

ない。一部の乗用車は今後増産が予定されており、今後受注が増えるかもしれない。 

・売上高は前年同期比でほとんど変わらない。取引先から今後の生産計画を示されているが、実際の

発注量はそれよりも減るかもしれない。 

・中国経済の低迷により全体的に在庫調整が続いており、売上げは減っている。 

③ 【受注単価】 

・価格交渉を行い、ほぼ要求どおりの価格転嫁が認められたため、受注単価は上がった。 

・受注単価は上がった。現状、コストの上昇分に対し６０～７０％程度の価格転嫁ができている状況

である。 

・既存の受注についてはエビデンスを提示しても値上げがなかなか受け入れられないが、新規の受注

については適正な単価を設定できており、受注量も徐々に増えていることから全体の受注単価はや

や上がっている。 

④ 【原材料価格・その他諸費用】 

・電気代はこのところ落ち着いており、ほとんど変わらない。 

・外注先からの値上げ要請に応じたことで外注費が上がった。 

・ステンレスの価格が上がった。 

⑤ 【採算性】 

・単価の高い新規の受注が増えていることに加え、製造現場の生産性向上の効果で、採算は良くなった。 

・価格転嫁が進んだことで、前期に比べ採算は良くなった。 
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① 【景況感】 

・受注低迷が続いており不況だが、足下で引き合いが増えている。遅れていた半導体市況の回復の兆しが見

えてきており、今後徐々に良い方向に向かっていくとみている。 

・業界全体で在庫調整が想定より長引いており、不況である。 

・アメリカの関税政策の影響を受ける可能性があり、先行きは不透明である。 

② 【売上高】 

・商社経由の受注は低調であり、全体の売上高は前年同期比でほとんど変わらない。一方、一部のメーカーと

の直取引は順調で、最近は生成ＡＩ向けのデータセンターにかかる部品の受注が増えている。 

・売上高は前年同期比でほとんど変わらず低調だが、引き合いは増えてきているため今後は徐々に増えてい

くとみている。 

・売上げは低調であり、コロナ禍で PCやスマホ等の特需があった時期に比べると２０～３０％程度減ってい

る。 

③ 【受注単価】 

・価格交渉を行った結果、４０％程度の値上げが認められた。量産品の値上げはある程度できたため、今後は

試作品の値上げを進めていく方針である。 

・価格交渉を行ったことで、受注単価は上がった。交渉の際に、埼玉県の価格交渉支援ツールを活用した。 

・受注単価はほとんど変わらない。値上げすれば他社に注文を奪われてしまうため、価格交渉もできていな

い。 

④ 【原材料価格】 

・樹脂原料やゴムは昨年価格が高騰したが、最近は上昇が落ち着き元の水準に下がってきている。 

・ケーブルや端子、加工に用いる銅等を中心に、全体的に価格が上がっている。 

・金や銅等の原材料の価格に加え、電気代や運賃が上がっている。 

⑤ 【採算性】 

・試作品の値上げに加え、受注回復による稼働の改善により採算が良くなっていくことを期待している。 

・製造現場では技術の習得による多能工化が進み生産性が向上している。あとは受注が回復すれば採算は一

気に良くなる見込みだが、まだ回復の兆しはない。 
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① 【景況感】 

・以前に比べると新規の受注が増えているものの、景況感は良くない。 

・業界全体として不況である。自動車関連は EV化の停滞等で全体的に需要が落ち込んでいることに加え、

半導体製造装置関連もスマホや PCをはじめとした普及品の需要低迷が長引いており、不調である。 

・半導体業界全体の在庫調整が長引き市況回復が遅れているため、不況である。 

・米国の関税政策やそれに伴う米国、中国を中心とした貿易戦争等への懸念から、不透明感が強い。 

② 【売上高】 

・売上高は前年同期比で５％程度増えたが、前期比では１５%程度減った。工作機械や空調、EV急速充電器

に関連する受注は増えた一方で、メインの半導体製造装置向けの受注が落ち込んだ影響が大きい。 

・前年同期比で売上げはやや減っている。主要取引先が在庫調整をしており受注が回ってこない。一方で、精

密機械の部品等で新規受注を獲得できている。 

・受注単価の値上げを行う一方で受注量が減る傾向が続いている。年度末につき建築関係をはじめ例年注文

が増える時期だが、全体的に低調である。 

③ 【受注単価】 

・２年前に先行して値上げを行って以降は受注単価を据え置いていたが、以降もコスト上昇が続き採算が悪化

していることを受け、1月から１０％程度の値上げを実施した。 

・人件費の上昇分についての値上げについて交渉を行っているが、直近で原材料費が下がっていることから、

値上げが受け入れられるかは分からない。 

・コストが上昇しており値上げをしたい意向はあるが、取引先との関係を考慮し受注単価を据え置いている。 

④ 【人件費】 

・前期の赤字決算を踏まえ、役員報酬を大幅に減額した。一方で、その他の社員は昨年と同水準の賃上げを

行う予定である。 

・外国人材を新たに採用したことに加え、最低賃金引上げを受けて給与水準を引き上げたため、人件費は増え

た。 

・業界全体で防衛的賃上げを行う企業が多い。昨今、大手企業による賃上げや初任給引上げに関する報道が

盛んに行われ、中小企業の人材確保は厳しさを増している。 

⑤ 【採算性】 

・受注量が微増し、また受注単価も少し改善したため、採算はやや良くなっている。 

・受注が低調な中でコストが上がっており、採算はやや悪くなっている。 

・受注量は減っている中で労務費を中心に価格転嫁が十分にできておらず、採算は悪化傾向にある。 
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① 【景況感】 

・業界全体としては不況だが、足下で例年並みの受注を確保しており、景況感は普通である。 

・景況感は普通である。海外向けの製品の受注が増えている一方、国内向けは減少している。 

・住宅着工の落ち込みによる住宅設備関連の需要低迷に加え、これまで堅調であった商業施設関連の動きが

昨今弱まっており、業界全体として不況である。 

・見通しは不透明であり、慎重な見方をせざるを得ない。年度計画の下方修正を行う予定である。 

② 【売上高】 

・今年に入り、中国向けの医療機器に関連する受注が増えている。 

・売上高は前期比で減ったが、例年受注が落ち込む時期にあり来期は回復する見込みである。 

・売上高は前年同期比で減った。これまで堅調だった商業施設関連の需要が一巡したと思われる。 

③ 【受注単価】 

・原材料価格にほとんど動きがなかったため、受注単価はほとんど変わらない。 

・輸入材を利用するなどして原材料費を抑えているため、受注単価はほとんど変わらない。 

・先行して値上げを行っていたためこれまでは受注単価を据え置いていたが、コスト上昇が続いていることか

ら再度値上げが必要と考えている。一方で、受注が減っている中で価格交渉がしにくい状況にある。 

④ 【人件費】 

・４月に賃上げを予定しており、賃上げ率は大手企業並みにしたいと考えている。 

・４月に高卒人材が５名入社予定であることに加え、昨年と同水準の賃上げを計画しており、人件費は増える

見込みである。一方で人件費の上昇を抑制するため、今後は受注状況をみながら派遣社員を中心に人員の

調整を行う可能性がある。 

⑤ 【原材料価格】 

・中国から輸入している原材料の価格が下がっている。 

・電気代や運賃が上がっている。 

・樹脂原料は高止まりの状況にある。政府補助縮小の影響で電気代は上がった。 

⑥ 【採算性】 

・受注の減少により稼働が低調である一方、製造現場の生産性向上により、採算はやや良くなった。 

・省人化に向けた設備投資を計画しており、今後その効果で採算が良くなることを期待している。 
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① 【景況感】 

・好況とは言えないが、既存受注の価格転嫁が進んでいることに加え、自社オリジナル商品の販売が順調であ

り、業績は堅調である。 

・原材料価格高騰等取り巻く環境は厳しいが、生産性向上を図っており、今後徐々に良い方向に向かうとみて

いる。 

・景況感は普通である。引き合いが多く取引先の数は増えている一方で、原材料価格の高騰の影響が大きく

採算がなかなか良くならない。 

② 【売上高】 

・売上数量、単価共に上がり、売上高は前年同期比１０％程度上がった。外食チェーンからの受注が堅調であ

ることに加え、一部のオリジナル商品は大手食品商社を通じて幅広い展開を進めている。 

・新規を含め受注の引き合いは多いが、原材料費の高騰から採算性を見極めながら選別している状況であ

り、売上高は前年同期比でほとんど変わらない。 

③ 【受注単価】 

・既存の受注については昨年 10月に値上げをして以降変わらないが、単価の高いオリジナル商品の売上げ

が伸びており、全体平均の受注単価は上がっている。 

・従来から価格改定は夏頃の年 1回としており、直近で受注単価は変わっていない。 

④ 【人件費】 

・業績改善を受けて決算賞与を支給したため、人件費は増えた。 

・昨年実施した賃上げにより給与水準は上がっているものの、生産性向上の取組みにより残業代を削減でき

ているため、全体の人件費負担はほとんど変わらない。 

・ベア含む４％程度の賃上げを計画している。昨今の賃上げの情勢は中小企業にとって厳しいが、今後生き残

っていくためには必要なものと捉えている。 

⑤ 【原材料価格】 

・主原料である小麦粉は高止まりの状況にある。水道光熱費や運賃はかなり上がっている。 

・原材料は全体的に上がっている。電気代も料金の値上げで単価は上がっているものの、自家太陽光発電の

効果で使用料を削減できており、料金負担はほとんど変わらない。 

⑥ 【採算性】 

・コストが上がる中で既存の受注は価格転嫁によって採算をおおむね同じ水準で維持している。一方、利益率

の良いオリジナル商品の販売が好調であるため、全体として採算は良くなっている。 

・コストは上がっているが、省人化により時間外労働を削減する等、生産性向上を図っており採算は良くなって

いる。 
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① 【景況感】 

・鉱山開発需要の増加で建機関連の受注が引き続き好調である。 

・景気の良い企業は一部の有力企業のみで、それ以外の企業は不況が続いている様子であり、業界全体で二

極化が進んでいる。 

② 【受注単価】 

・昨年 6月に大幅な値上げを行って以降、受注単価はほとんど変わらない。 

・直近では原材料価格の上昇が落ち着いているため、受注単価はほとんど変わらない。 

・従来から原材料価格の上昇分はおおむね価格転嫁できている。一方で、労務費など間接経費分の価格転嫁

ができるのは一部の有力企業に限られるのではないか。 

③ 【人件費】 

・大幅な賃上げを実施する予定である。大企業を上回る賃上げ率にすることで、自社の魅力を高めていく方針

である。 

・１月に全社員の昇給を実施したことで、人件費は増えた。 

・業績は厳しいが人材流出を防ぐためにやむを得ず賃上げを行う企業が多い。業績の良い大手企業が相次い

で大幅な賃上げを行っており、二極化が進んでいる。 

④ 【原材料価格】 

・銑鉄価格は高止まりが続いていたが、ここ最近は下がってきている。 

⑤ 【採算性】 

・賃上げを続ける中でも労務費を含めた価格転嫁ができており、採算はほとんど変わらない。 

・原材料価格の上昇分は従来からおおむね価格転嫁できているが、労務費等の経費については価格転嫁が

できておらず、採算は悪くなっている。 
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① 【景況感】 

・景況感は普通である。同業他社が事業を停止したことで自社に注文が入ってきており、受注が増えている。 

・自社も含め業界全体として不況である。物価上昇が続く中で企業が経費削減のため販促費を削っており、

価格転嫁をしても注文数が減らされてしまう。 

② 【売上高】 

・はがき印刷の受注が増えている。前年の受注が低調であったこともあり、売上高は前年同期比で１０～２０％

程度増えた。 

・売上高は前年同期比でほとんど変わらない。事務用印刷物（伝票、封筒、コピー用紙等）の受注が減っている

一方で、ＷＥＢサイトや SNSの運営の委託の受注が増えている。 

③ 【受注単価】 

・価格交渉は行っているが、値上げの状況は取引先によって異なり、全体としてはほとんど変わらない。 

・値上げをしているが十分ではない。価格転嫁したくても競合他社との相見積もりで価格競争となり、思うよう

に価格転嫁ができていない。 

・紙やインク等の材料費の値上がり分は価格転嫁し受注単価は上がっているが、その分注文数量は減らされ

ている。 

④ 【人件費】 

・中途採用で社員を増員したことから人件費は増えた。また、昨年と同様、４月に５％程度の賃上げを予定して

おり、人件費は更に増える見込みである。 

・賃上げにより一人当たりの人件費は増えているが、人員の数は減っており、全体の人件費は前年同期比でほ

とんど変わらない。 

⑤ 【原材料価格】 

・インクの価格が前年同期比で１０％程度上がった。 

・フィルム資材の価格が前年同期比で１５％程度上がった。 

・製紙メーカーによる値上げが相次いでいる。 

⑥ 【採算性】 

・経費削減や生産性向上の取組により、何とか前年同期比と同じ水準を維持している。 

・資材価格上昇分の５０％程度しか価格転嫁できておらず、採算は悪化している。 
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① 【景況感】 

・メインである自動車部品関連の受注に特段の動きはなく、景況感は普通である。 

② 【売上高】 

・前年同期比で売上高は増えた。塗装技術の向上により他社では対応が難しい仕事の依頼が増えており、受

注状況は比較的安定している。 

③ 【受注単価】 

・塗料価格をはじめコスト上昇が続いているが取引先との関係を重視し、値上げは行わず受注単価を据え置

いている。 

④ 【人件費】 

・３％程度のベースアップを検討している。 

⑤ 【原材料価格・その他諸費用】 

・塗料は小幅な価格上昇が続いている。また２０２４年問題の影響から運賃も上がっている。 

⑥ 【採算性】 

・コストが上昇する中で受注単価を据え置いているが、設備投資の効果等で生産性が向上しており、採算は

一定水準を維持している。 

⑦ 【今後の見通し】 

・米国によるメキシコへの関税が発動されることで、日本の自動車業界全体に大きな影響が及ぶことが懸念さ

れ、先行きは不透明である。 
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① 【景況感】 

・一部店舗のグランドオープン以降、客数、売上げ共に伸長しており、今後も良い方向に向かっていくとみてい

る。 

・年末商戦は振るわなかった一方で、年始の売上げは昨年よりも良く、自社の景況感は普通である。 

・地方百貨店は物価上昇で客単価は上がっても客数が減少傾向にあり、厳しい状況が続いている。 

② 【売上高】 

・客数、客単価共に上がり、売上高は前年同期比で増えた。宝飾品や子供服、一部の惣菜店等で売上げが堅

調である。 

・値上げの影響で客単価は上がったが、購入点数は減っており、売上高は前年同期比で減った。 

・宝飾品は外商による時計の販売が好調である一方、化粧品については昨年の値上げ前に駆け込み需要が

あり、その反動減から低調である。 

③ 【消費者の動向等】 

・子育て世代が来店しやすい店舗づくりにしたことで、来客数と売上げの増加につながった。  

・物価高の影響で、生鮮食料品は催事やイベント販売以外は売上げが落ち込んでいる。 

・近隣には外国人観光客が訪れるものの、自社の売上げにはつながっていない。 

 

① 【景況感】 

・既存店の売上げが増えていることに加え、新規出店も計画どおりに進んでおり、引き続き好況である。 

・売上高は前年同期比でほとんど変わらず、景況感は普通である。 

・大手スーパーは店舗を増やし業績を拡大する一方で中小スーパーは淘汰されており、二極化が進んでい

る。 

② 【売上高】 

・既存店の客数、客単価の伸長と新規出店により、売上高は前年同期比で２０％程度増えた。 

・ネットスーパーの売上げが前年同期比で１０％程度増えた。 

・値上げにより客単価が上がったものの、客数が減ったことで、売上高は前年同期比でほとんど変わらない。 

③ 【諸経費】 

・新規出店により、人件費や水道光熱費が増えた。 

・昨年と同水準のベースアップを計画している。 

・パート社員をはじめ採用を抑制したことで従業員数は減っているものの、人件費は前年同期比で５％程度増

えている。 

④ 【商品別の動向等】 

・自社栽培している果物の売れ行きが好調である。 

・米の価格が高騰しており、前年同期比で９０％程度上がった。 

・婦人服の売れ行きが不調である。 

・食料品の値上げで販売点数が落ちていることから、一部の野菜では消費者が買い求め易いよう従来より小

さくカットして販売している。 
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① 【景況感】 

・外国人観光客が増えており、特に飲食店は好調なようである。 

・予想より来客が増えており、景況感は良くなっている。 

・原材料や光熱費の高騰の影響が大きく、不況である。 

② 【来街者】 

・自治体が主催するイベントやメディアの取材の効果で来街者が増えている。 

・コロナ禍を機にネット通販の利用が急速に進み、商店街への買い物客は年々減っている。 

③ 【個店の状況】 

・地元経営者による飲食店２店舗の開業があった。 

・洋服店は暖冬の影響で冬物衣料の販売に苦戦しているようである。 

・理容店の廃業と、駅前のカフェの閉店があった。 

④ 【商店街としての取組】 

・商店街を会場として音楽イベントを開催予定である。 

・鉄道会社が主催するイベントに合わせ、自治体の補助金を利用して来街促進策（福引き）を実施する予定で

ある。 

・近隣に店舗・営業所を構える大手企業の協賛の下、駅周辺でお祭りを計画している。 

 

① 【景況感】 

・景況感は普通である。値上げの影響から個人客の売上げは減る一方で、広告の効果等で新規の法人

客が増えており、特にオーダーメイドの受注が増えている。 

・不況である。工務店等からの見積依頼は相応にあるものの、値上げをしているせいか具体的な受注

に至らないケースが最近特に増えている。 

② 【売上高】 

・１月は売上げが好調だった半面で２月はやや低調で、全体としては前年同期比でほとんど変わらな

い。最近は価格の安い大手のネット通販に顧客を奪われている。 

・値上げを行う一方で売上数量が減る傾向が続いており、前年同期比で売上高は減った。工務店等法

人からの建築材料の注文減少に加え、個人顧客もネット通販やホームセンターに奪われている。 

③ 【仕入価格】 

・作業服や工具等で全体的に値上げが続いている。 

・このところ建築資材（セメント、鉄板、屋根・壁材）の価格上昇が顕著である。一部の資材につい

ては、直近で仕入先３社が順次値上げを行い、価格が１５％程度上がった。 

④ 【採算性】 

・コストは上がっているものの、法人顧客の増加とともに付加価値の高いオーダーメイド商品の売上

げが伸びており、全体の採算は少し良くなった。 

・売上げが低迷し、仕入価格の上昇が続く中で価格転嫁が追い付かず、採算は悪化している。  



埼玉県四半期経営動向調査（令和７年１月～３月期） 

- 30 - 

① 【景況感】 

・直近の集客は昨年と同程度であり景況感は普通である。観光需要は依然として旺盛であり、向こう数か月の

週末の予約が埋まりつつある。 

② 【売上高】 

・売上高は前年同期比でほとんど変わらない。稼働率が改善しており、2月は昨年よりも休日を増やしたが客

数は同程度を確保している。 

③ 【宿泊単価】 

・コストの上昇が続いていることから、宿泊料の値上げを行っており、宿泊単価は前年同期比で２０％程度上

がった。 

④ 【原材料価格、その他諸経費】 

・食材の仕入価格に加え、水道代、電気代、灯油代などあらゆるコストが上がっており、今後も上昇が続くとみ

ている。 

⑤ 【採算性】 

・宿泊料の値上げを行っているものの、価格転嫁が追い付いていない状況であり、採算は前年同期比で悪く

なった。 

⑥ 【今後の見通し】 

・春の行楽シーズンに向け、週末を中心に予約は順調に埋まっており、良い方向に向かっていくとみている。 

・採算の改善に向け宿泊料の値上げをすべきだが、客離れへのおそれから慎重にならざるを得ない。周辺の

宿泊施設の状況も見ながら、３００～５００円程度の細かな値上げを行っていく。 

 

① 【景況感】 

・例年集客が落ちる時期だが、週末を中心に売上げが伸びており好況である。季節メニュー等特色を打ち出し

た付加価値の高いメニューの売れ行きが好調である。宴会利用も例年に比べ増えている。 

② 【売上高】 

・週末を中心とした客数の増加に加え、客単価も上がったことで、売上高は前年同期比で２５％程度増えた。 

③ 【客単価】 

・食材の仕入価格の上昇に伴い値上げを行っているため、客単価は上がった。一方で、客離れへのおそれから

一部の看板メニューの値上げは最小限に止めている。 

④ 【仕入価格】 

・依然として全体的に価格上昇が続いている。食材の仕入業者を新たに 1社追加し、仕入れコストを極力抑え

るよう努めている。 

⑤ 【採算性】 

・足下ではほとんど変わらないが、付加価値の高いメニューを打ち出していくことで採算の改善を図っていく。 

⑥ 【設備投資】 

・省力化に向け、テーブルオーダーのシステムを新たに導入する予定である。 

  



埼玉県四半期経営動向調査（令和７年１月～３月期） 

- 31 - 

① 【景況感】 

・大型汎用機の入れ替えに係る需要が旺盛であり、好況である。 

・景況感に大きな変化はなく、普通である。 

② 【売上高】 

・自治体や企業、金融機関向けの大型案件の増加により、売上高は前年同期比で増えた。 

・受注は増加傾向が続いている。サイバー攻撃による被害が増加していることから、情報セキュリテ

ィ商材の販売に向け準備を進めている。 

③ 【受注単価】 

・材料費、人件費、運送費の上昇が続いていることを受け、単価の見直しについて取引先と交渉中で

ある。 

④ 【人件費・その他諸費用】 

・昨年に続き、４月にベースアップを予定している。 

・電気料金の値上げについて電力会社から通知があり、４月から電気代が上がる見込みである。 

⑤ 【採算性】 

・不採算部門を整理したことで、採算は良くなった。 

・採算はほとんど変わらない一方、価格転嫁が徐々に進んでいることに加え、ＡＩの活用をはじめ社

内ＤＸによる生産性向上に取り組む方針である。 
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① 【景況感】 

・景況感は普通である。旅行業界全体で需要は旺盛であるものの、人手不足で受注を増やせない状況

が続いている。 

② 【売上高】 

・インバウンド需要により、売上高は前年同期比で２０％程度増加した。 

③ 【受注単価】 

・受注単価は前年同期比で１０～１５％上がった。 

④ 【人件費・その他諸費用】 

・人件費の他、水道光熱費、郵便料金等あらゆるコストが上がっている。 

⑤ 【採算性】 

・新たなシステムを導入し経理事務を効率化したことで諸々のコスト上昇分を吸収している状況であ

り、採算性はほとんど変わらない。 

⑥ 【今後の見通し】 

・利益率の高いインバウンド関連の受注を今後安定的に確保できれば、採算は良くなっていく。 

 

① 【景況感】 

・業界全体として荷役が増えているという印象はなく、景況感は普通である。 

・引き合いは相応にあるものの、自社の人員、車両も限られており、単価や輸送効率を考慮した上で

受注を選別している状況である。 

② 【受注価格】 

・２０２４年問題への関心の高まりから昨年までは業界全体で値上げがしやすい雰囲気があったが、

昨今は交渉が難しくなっており、受注単価はほとんど変わらない。 

③ 【人件費】 

・昨年、最低賃金の引上げを受けて賃上げを行ったが、今後も人材確保のため賃上げを続けていかざ

るを得ない。 

④ 【原材料価格・その他諸費用】 

・政府の補助縮小によりガソリン代が上がったことに加え、タイヤ等の消耗品、車検等のメンテナン

ス代など、総じてコスト上昇が続いている。 

⑤ 【採算性】 

・受注量はおおむね一定であるが、コストが上昇する中で運賃への転嫁が十分ではないため、採算は

悪くなっている。 
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① 【景況感】 

・公共工事は土木、河川、橋 梁
きょうりょう

等の発注が増えている。また、民間工事も老朽化に伴う建て替えや

移転のニーズが旺盛である一方、人手不足で工事を受けられない状況が業界全体で続き、好況とは

いいがたい状況。公共工事の入札不調案件も増えている。 

・業界全体として依然建設ニーズは旺盛。国や県が発注する公共工事も増えているが、人手不足や工

期の長期化に伴い採算管理が難しい状況が続いており、好況とはいえない。  

・売上げは計画どおりに推移しており、業況は堅調である。住宅価格は上昇しているが、それにより

需要が落ち込んでいるという印象はない。 

② 【売上高・受注高】 

・公共工事は土木を中心に発注量が増えており、比較的順調に落札できている。また、民間工事も近

隣の大手食品メーカーの工場の修繕工事を受注でき、受注高は前年同期比で増えた。 

・製造業者からの工事の引き合いが増えており、受注高は前年同期比で増えた。 

・売上高は前年同期比で微増。特に中古住宅の仲介が堅調で、最近は外国人による現金一括購入が増

えている。 

③ 【人件費】 

・ベースアップを含む４％程度の賃上げを検討している。大手企業が軒並み高水準の賃上げを行って

いる中で、人材の流出阻止のため賃上げを実施せざるを得ない。 

・決算内容を踏まえて、決算賞与の支給を検討している。 

・７月の給与改定に合わせ、ベースアップを含む５～６％程度の賃上げを検討している。 

④ 【資材価格・その他諸費用】 

・資材価格は全体的に上がっているが、特に生コンの価格が上がっている。また外注先も慢性的な人

手不足であり外注費も上がっている。 

・木材や鉄骨材、住宅設備等を中心に前年同期比で１０～２０％程度上がった。 

・生コンの価格は上がり続けているが、全体としては高止まりの状況にある。 

⑤ 【採算性】 

・価格転嫁については以前よりも施主の理解が得られやすくなっているものの、他社との競合もあり

採算はほとんど変わらない。現状、資材価格の上昇分についてはおおむね価格転嫁できている。 

・建築コストが上がっているが、おおむね販売価格に転嫁できており、採算を維持している。 

・採算はほとんど変わらない。住宅部門は建築コスト上昇分の価格転嫁がおおむねできているが、そ

の他の民間工事は案件によって競合や施主側の予算の関係もあり、十分に価格転嫁ができないケー

スがある。 
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IV 特別調査 

【調査項目】 

  今回は、経年項目である「価格転嫁」のほか、「最低賃金の引上げ」及び「外国人材の雇用」につい

て調査を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【調査結果概要】 
 

１ 価格転嫁について 
 

○ 発注側企業と十分に価格交渉（相談）ができていると回答した企業の割合は５２．４％で、前回 

調査（令和６年７～９月期）と同程度であった。一方、十分にできていないと回答した企業の割合 

は３０．５％で、前回調査から１．０ポイント増加した。 

 

○ コスト高騰に対して６割以上転嫁できていると回答した企業の割合は５４．０％で、前  

回調査から２．１ポイント増加した。一方、価格転嫁が全くできていないと回答した企業 

の割合は１１．２％で、前回調査と同程度であった。 

 

○ 「パートナーシップ構築宣言」の登録については、「既に登録している」、「今後登録  

する予定」、「登録しようか検討している」を合わせた回答割合は３１．７％で、前回調 

査から１．９ポイント増加した。 

 
２ 最低賃金の引上げについて 

○ 今回の最低賃金引上げに伴う自社の賃金の引上げ状況については、「最低賃金は上回っていたの

で、賃金は引き上げていない」（３３．８％）が最も多く、次いで「最低賃金を上回っていたが、

賃金を引き上げた」（３１．３％）、「新たな最低賃金額を下回っていたので、最低賃金額まで賃

金を引き上げた」（１４．７％）の順となった。 

 

 ○ 今回の最低賃金引上げによる人件費上昇への対応策については、「生産性の向上」 

（３５．５％）が最も多く、次いで「価格転嫁」（３３．２％）、「経費削減」（３２．１％）の 

順となった。 

 

○ 今回の最低賃金引上げによる経営への影響については、「多少は負担になっている」 

（３８．９％）が最も多く、次いで「負担になっていない」（２３．４％）、「大いに負担になっ 

ている」（２０．１％）、「どちらとも言えない」（１７．６％）の順となった。 

 

３ 外国人材の雇用について 

○ 外国人材の雇用状況について、在留資格別に聞いたところ、「技能実習」（６．３％）が最も多

く、次いで「特定技能」（５．８％）、「その他（永住者・定住者・日本人の配偶者等）」 

（５．１％）の順となった。 

○ 外国人材を雇用したい理由については、「人手不足への対応」（９０．０％）が最も多く、次い

で「専門的知識、技術を有する人材の確保」（１９．２％）、「海外進出、展開」（９．２％）の

順となった。 

 

 ○ 外国人材の雇用に関する課題については、「外国の文化や生活習慣などへの理解が必要」 

（３８．６％）が最も多く、次いで「日本語の支援（受入側での日本語教育等）」 

（３４．０％）、「在留資格申請等の手続が煩雑」（３２．２％）の順となった。 
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○ 発注側企業と十分に価格交渉（相談）ができているか聞いたところ、全体では「できている」が 

５２．４％、「できていない」が３０．５％であった。 

 

○ 業種別にみると、製造業・非製造業ともに「できている」と回答した企業の割合が「できていな

い」と回答した企業の割合よりも高かったが、「できている」と回答した企業の割合を比べると、製

造業の方が非製造業より１８．３ポイント高かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 前回調査（令和６年７～９月期）と比較すると、全体では「できている」と回答した企業の割合は

同程度であり、「できていない」と回答した企業の割合は１．０ポイント増加した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

価格交渉（相談）の実施状況／全体・製造業・非製造業／（単一回答） 

価格交渉（相談）の実施状況／過去調査との比較／全体（単一回答） 

52.4%

62.8%

44.5%

30.5%

29.8%

31.1%

17.1%

7.4%

24.4%

全 体

(n=1,254)

製造業

(n=540)

非製造業

(n=714)

できている できていない 価格交渉をする必要はない

44.8%

46.9%

52.4%

52.4%

41.0%

39.9%

29.5%

30.5%

14.2%

13.1%

18.1%

17.1%

令和5年9月

令和6年3月

令和6年9月

令和7年3月

できている できていない 価格交渉をする必要はない
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○ 価格交渉（相談）が「できている」と回答した企業の業種をみると、「電気機械器具」 

（７７．３％）、「金属製品」（７２．１％）、「一般機械器具」（７０．４％）などで回答割合が

高くなっている。一方、価格交渉（相談）が「できていない」と回答した企業の業種をみると、「飲

食店」（４５．５％）、「運輸業」（４２．２％）、「印刷業」（３７．８％）で回答割合が高くな

っている。 

 

 

 

  

価格交渉（相談）の実施状況／業種詳細／（単一回答） 

53.7%

53.1%

53.3%

65.3%

51.1%

61.1%

63.8%

58.8%

72.1%

77.3%

60.5%

70.4%

53.6%

46.4%

31.8%

49.0%

55.6%

24.4%

37.6%

34.1%

34.4%

36.7%

32.7%

37.8%

27.8%

31.9%

33.3%

25.0%

22.7%

27.9%

20.4%

30.4%

27.8%

45.5%

22.4%

42.2%

24.4%

34.2%

12.2%

12.5%

10.0%

2.0%

11.1%

11.1%

4.3%

7.8%

2.9%

11.6%

9.3%

15.9%

25.8%

22.7%

28.6%

2.2%

51.2%

28.2%

食料品製造

繊維工業

家具・装備品

パルプ・紙等

印刷業

化学工業

プラスチック製品

鉄鋼業・非鉄金属

金属製品

電気機械器具

輸送用機械器具

一般機械器具

建設業

卸売・小売業

飲食店

情報サービス業

運輸業

不動産業

サービス業

できている できていない 価格交渉をする必要はない
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○ 規模別にみると、全体では、規模が大きくなるほど、「できている」と回答した企業の割合が増加

している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

価格交渉（相談）の実施状況／全体・製造業・非製造業／規模別（単一回答） 

機関の貸出姿勢／規模別（単一回答） 

66.7%

41.9%

58.5%

41.0%

70.4%

72.3%

54.6%

63.1%

69.1%

58.3%

56.3%

49.4%

21.4%

47.7%

29.3%

28.9%

23.5%

22.8%

38.1%

27.4%

22.8%

34.2%

34.3%

28.3%

11.9%

10.5%

12.2%

30.1%

6.2%

5.0%

7.2%

9.6%

8.1%

7.5%

9.4%

22.3%

非製造業

（n=531）

製造業

（n=533）

全体

（n=1,064）

できている できていない 価格交渉をする必要はない

１～５人（n=157）
６～２０人（n=194）

２１～５０人（n=101）
５１人以上（n=81）

１～５人（n=256）
６～２０人（n=147）
２１～５０人（n=86）
５１人以上（n=42）

１～５人（n=413）
６～２０人（n=341）
２１～５０人（n=187）
５１人以上（n=123）
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○ １年前（令和６年３月）と比べた価格交渉（相談）のしやすさについて聞いたところ、全体では

「変わらない」（６５．３％）が最も多く、次いで「改善した」（１４．６％）、「難しくなった」

（１１．５％）の順となった。 

 

○ 業種別にみると、「改善した」と回答した企業の割合は、製造業（２０．７％）の方が非製造業

（１０．０％）よりも高く、「難しくなった」と回答した企業の割合は製造業（９．４％）の方が非

製造業（１３．１％）よりも低かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 前回調査（令和６年７～９月期）と比較すると、全体では「改善した」と回答した企業の割合は

３．５ポイント減少し、「変わらない」と回答した企業の割合は５．０ポイント増加した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年３月と比べた価格交渉（相談）のしやすさ／全体・製造業・非製造業（単一回答） 

機関の貸出姿勢／規模別（単一回答） 

令和６年３月と比べた価格交渉（相談）のしやすさ／過去調査との比較／全体（単一回答） 

機関の貸出姿勢／規模別（単一回答） 

14.6%

20.7%

10.0%

65.3%

66.4%

64.5%

11.5%

9.4%

13.1%

8.6%

3.5%

12.4%

全体

(n=1,259)

製造業

(n=541)

非製造業

(n=718)

改善した 変わらない 難しくなった 価格交渉をする必要はない

16.9%

18.1%

14.6%

60.6%

60.3%

65.3%

13.6%

9.5%

11.5%

8.9%

12.0%

8.6%

令和6年3月

令和6年9月

令和7年3月

改善した 変わらない 難しくなった 価格交渉をする必要はない
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○ コスト高騰に対してどのくらい価格転嫁ができているか聞いたところ、全体では６割以上転嫁でき

ている企業の割合は５４．０％であった。一方、「全くできていない」と回答した企業の割合は  

１１．２％であった。 

 

○ 業種別にみると、６割以上価格転嫁できている企業の割合は、製造業（５７．０％）の方が、非製

造（５１．７％）よりも高かった。また、「全くできていない」と回答した企業の割合は、製造業

（６．９％）の方が非製造業（１４．７％）よりも低かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 前回調査（令和６年７～９月期）と比較すると、６割以上価格転嫁できている企業の割合は２．１

ポイント増加し、「全くできていない」と回答した企業の割合は同程度であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

価格転嫁の実施状況／全体・製造業・非製造業（単一回答） 

機関の貸出姿勢／規模別（単一回答） 

価格転嫁の実施状況／過去調査との比較／全体（単一回答） 

機関の貸出姿勢／規模別（単一回答） 

13.2%

13.0%

23.7%

22.6%

15.5%

17.4%

12.5%

14.5%

16.4%

17.1%

15.7%

16.9%

14.6%

12.9%

15.0%

16.7%

8.4%

10.2%

10.6%

9.6%

14.6%

14.0%

11.4%

8.5%

17.4%

15.5%

11.2%

11.2%

令和5年9月

令和6年3月

令和6年9月

令和7年3月

80～99％
60～79％

40～59％
20～39％

1～19％
全くできていない

100％

６割以上転嫁 54.0％ 

22.6%

20.1%

24.6%

14.5%

17.8%

12.0%

16.9%

19.1%

15.1%

16.7%

18.7%

15.0%

9.6%

8.7%

10.3%

8.5%

8.7%

8.4%

11.2%

6.9%

14.7%

全 体

(n=1,141)

製造業

(n=507)

非製造業

(n=634)

80～99％ 60～79％ 40～59％

20～39％

1～19％

全く

できていない
100％

６割以上転嫁 54.0％ 
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価格転嫁の実施状況／業種詳細（単一回答） 

機関の貸出姿勢／規模別（単一回答） 

価格転嫁の実施状況／全体・製造業・非製造業／規模別（単一回答） 

機関の貸出姿勢／規模別（単一回答） 

21.6%

14.3%

18.9%

24.8%

21.9%

13.6%

23.2%

27.0%

22.5%

12.7%

29.0%

28.4%

14.9%

22.4%

17.8%

15.4%

15.8%

18.6%

14.8%

14.0%

17.5%

13.9%

10.7%

13.1%

24.3%

23.5%

18.3%

14.8%

21.1%

18.6%

18.3%

14.0%

15.0%

12.7%

18.3%

13.5%

20.3%

19.4%

20.0%

16.8%

18.4%

15.8%

18.3%

15.4%

15.0%

11.4%

16.0%

14.4%

9.5%

7.1%

9.4%

8.7%

9.6%

13.0%

7.4%

7.8%

10.0%

20.3%

4.6%

7.2%

4.1%

7.1%

9.4%

10.7%

5.3%

12.4%

8.7%

7.5%

7.5%

19.0%

7.6%

5.4%

5.4%

6.1%

6.1%

8.7%

7.9%

7.9%

9.3%

14.3%

12.5%

10.1%

13.7%

18.0%

非製造業

（n=472）

製造業

（n=501）

全体

（n=973）

１００％ ８０～９９％ ６０～７９％ ４０～５９％ ２０～３９％ １～１９％ 全くできていない

1∼5人（n=149）

6∼20人（n=180）

21∼50（n=98）
51人以上（n=74）

1∼5人（n=222）

6∼20人（n=131）

21∼50人（n=79）

51人以上（n=40）

1∼5人（n=371）

6∼20人（n=311）

21∼50人（n=177）

51人以上（n=114）

8.6%

10.3%

20.7%

12.5%

20.9%

40.0%

14.6%

16.7%

22.6%

28.6%

15.8%

28.0%

27.3%

22.9%

7.1%

44.7%

7.3%

40.0%

25.2%

17.1%

13.8%

17.2%

29.2%

9.3%

14.3%

22.9%

14.6%

24.2%

9.5%

18.4%

16.0%

10.7%

18.8%

4.8%

6.4%

12.2%

3.3%

8.1%

20.0%

24.1%

24.1%

16.7%

9.3%

20.0%

25.0%

18.8%

16.1%

31.0%

15.8%

14.0%

14.9%

15.6%

28.6%

6.4%

17.1%

3.3%

15.6%

25.7%

27.6%

13.8%

16.7%

25.6%

11.4%

14.6%

14.6%

19.4%

14.3%

26.3%

18.0%

17.4%

16.1%

23.8%

12.8%

14.6%

20.0%

8.1%

8.6%

3.4%

3.4%

8.3%

11.6%

5.7%

6.3%

14.6%

9.7%

11.9%

2.6%

12.0%

10.7%

12.4%

16.7%

0.0%

19.5%

10.0%

5.2%

14.3%

13.8%

13.8%

12.5%

7.0%

5.7%

8.3%

10.4%

3.2%

4.8%

10.5%

6.0%

7.4%

5.5%

4.8%

8.5%

19.5%

3.3%

12.6%

5.7%

6.9%

6.9%

4.2%

16.3%

2.9%
8.3%

10.4%

4.8%

10.5%

6.0%

11.6%

8.7%

14.3%

21.3%

9.8%

20.0%

25.2%

食料品製造

繊維工業

家具・装備品

パルプ・紙等

印刷業

化学工業

プラスチック製品

鉄鋼業・非鉄金属

金属製品

電気機械器具

輸送用機械器具

一般機械器具

建設業

卸売・小売業

飲食店

情報サービス業

運輸業

不動産業

サービス業

１００％ ８０～９９％ ６０～７９％ ４０～５９％

２０～３９％ １～１９％ 全くできていない
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①価格転嫁が十分にできていない理由（回答数：８２６社・複数回答）              

※ （３）で「十分にできている（１００％）」と回答した２５８社を除く８８３社のうち８２６社

の回答割合 

 

○ （３）で価格転嫁の実施状況について「十分にできている（１００％）」以外と回答した企業に、

価格転嫁が十分にできていない理由を聞いたところ、全体では「同業他社が値上げに慎重なため、自

社だけの価格交渉が不安」（４３．５％）が最も多く、次いで「最終消費者に受け入れてもらえない

おそれがあり、価格交渉ができていない」（２９．９％）、「取引停止などが懸念され、十分に価格

交渉ができていない」（２５．８％）の順となった。 

 

○ 業種別にみると、「最終消費者に受け入れてもらえないおそれがあり、価格交渉ができていない」

と回答した企業の割合は、非製造業（４０．３％）の方が製造業（１８．３％）よりも高かったが、

「発注側企業と交渉したが、購買部門担当者の理解を得られなかった」と回答した企業の割合は、製

造業（２１．６％）の方が非製造業（９．２％）よりも高かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

価格転嫁が十分にできていない理由／全体・製造業・非製造業（複数回答） 

機関の貸出姿勢／規模別（単一回答） 43.5%

29.9%

25.8%

18.2%

15.0%

11.3%

45.0%

18.3%

30.1%

21.3%

21.6%

11.3%

42.1%

40.3%

22.0%

15.3%

9.2%

11.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

同業他社が値上げに慎重なため、

自社だけの価格交渉が不安

最終消費者に受け入れてもらえない

おそれがあり、価格交渉ができていない

取引停止などが懸念され、

十分に価格交渉ができていない

発注側企業と交渉したが、企業全体の方針

により理解を得られなかった

発注側企業と交渉したが、購買部門担当者

の理解を得られなかった

その他

全体(n=826)

製造業(n=389)

非製造業(n=437）
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○ 直近１年間の賃上げの実施状況について聞いたところ、全体では「実施した」が６２．１％、「今

後実施する予定又は検討中」が１５．３％、「実施していない（今後も予定はない）」が２２．６％

であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 直近１年間の自社の業績について聞いたところ、全体では「業績は横ばいである」が４３．４％、

「業績は悪化している」が１８．５％、「業績は改善している」が１４．８％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

直近１年間の賃上げの実施状況／全体・製造業・非製造業（単一回答） 

機関の貸出姿勢／規模別（単一回答） 
62.1%

71.6%

54.9%

15.3%

13.4%

16.8%

22.6%

15.0%

28.3%

全 体

(n=1,266)

製造業

(n=546)

非製造業

(n=720)

実施した 今後実施する予定又は検討中 実施していない（今後も予定はない）

直近１年間の業績／全体・製造業・非製造業（単一回答） 

機関の貸出姿勢／規模別（単一回答） 
8.7%

9.1%

8.4%

14.8%

15.1%

14.6%

43.4%

41.8%

44.6%

18.5%

20.2%

17.2%

14.2%

13.5%

14.7%

0.5%

0.4%

0.6%

全 体

(n=1,277)

製造業

(n=550)

非製造業

(n=727)

業績は好調である 業績は改善している 業績は横ばいである

業績は悪化している 業績は低迷している その他
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○ 「パートナーシップ構築宣言」の登録を行っているか聞いたところ、全体では「既に登録してい

る」（１２．２％）、「今後登録する予定」（３．６％）及び「登録しようか検討している」 

（１５．９％）を合わせた回答割合は３１．７％であった。一方、「「パートナーシップ構築宣言」

を知らない」と回答した企業の割合は２５．４％であった。 

 

○ 業種別にみると、「パートナーシップ構築宣言」の登録について、「既に登録している」、「今後

登録する予定」及び「登録しようか検討している」を合わせた回答割合は、製造業（４２．２％）の

方が非製造業（２３．９％）よりも高かった。一方、「「パートナーシップ構築宣言」を知らない」

と回答した企業の割合は、非製造業（２９．２％）の方が製造業（２０．４％）よりも高かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 前回調査（令和６年７～９月期）と比較すると、「「パートナーシップ構築宣言」を知らない」と

回答した割合は、４．８ポイント減少している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

「パートナーシップ構築宣言」の登録状況／全体・製造業・非製造業（単一回答） 

機関の貸出姿勢／規模別（単一回答） 

「パートナーシップ構築宣言」の登録状況／過去調査との比較／全体（単一回答） 

機関の貸出姿勢／規模別（単一回答） 

12.2%

19.1%

7.0%

3.6%

3.4%

3.8%

15.9%

19.7%

13.1%

42.8%

37.5%

46.9%

25.4%

20.4%

29.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全 体

(n=1,244)

製造業

(n=534)

非製造業

(n=710)

既に登録している 「パートナーシップ構築宣言」
を知らない

登録する予定はない

登録しようか検討している

今後登録する予定

6.1%

8.2%

10.2%

12.2%

4.9%

5.5%

3.4%

3.6%

23.3%

23.0%

16.2%

15.9%

25.0%

28.9%

40.1%

42.8%

40.6%

34.3%

30.2%

25.4%

令和5年9月

令和6年3月

令和6年9月

令和7年3月

今後登録する予定

既に登録している 登録しようか検討している 「パートナーシップ構築宣言」を知らない

登録する予定はない
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   ※令和６年１０月１日から県内最低賃金が１，０２８円から１，０７８円に引き上げられました。 

 

○ 今回の県内最低賃金引上げに伴う自社における賃金引上げ状況について聞いたところ、全体では

「最低賃金は上回っていたので、賃金は引き上げていない」（３３．８％）が最も多く、次いで「最

低賃金を上回っていたが、賃金を引き上げた」（３１．３％）、「新たな最低賃金額を下回っていた

ので、最低賃金額まで賃金を引き上げた」（１４．７％）の順となった。 

 

○ 業種別では、「新たな最低賃金額を下回っていたので、最低賃金額まで賃金を引き上げた」、「新

たな最低賃金額を下回っていたので、最低賃金額を超えて賃金を引き上げた」及び「最低賃金を上回

っていたが、賃金を引き上げた」を合わせた回答割合は、製造業が非製造業を上回ったが、「最低賃

金は上回っていたので、賃金は引き上げていない」は非製造業が製造業を上回った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 製造業・非製造業問わず、規模が大きくなるほど「新たな最低賃金額を下回っていたので、最低賃

金額まで賃金を引き上げた」、「新たな最低賃金額を下回っていたので、最低賃金額を超えて賃金を

引き上げた」及び「最低賃金を上回っていたが、賃金を引き上げた」を合わせた回答割合が高くなっ

た。また、「最低賃金は上回っていたので、賃金は引き上げていない」は、規模が大きくなるほど回

答割合が低くなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

賃金の引上げ状況／全体・製造業・非製造業（単一回答） 

機関の貸出姿勢／規模別（単一回答） 

賃金の引上げ状況／全体・製造業・非製造業／規模別（単一回答） 

機関の貸出姿勢／規模別（単一回答） 

14.7%

16.8%

13.0%

13.1%

14.7%

11.9%

31.3%

34.4%

29.0%

33.8%

29.1%

37.4%

7.1%

4.9%

8.7%

全 体

(n=1,219)

製造業

(n=529)

非製造業

(n=690)

新たな最低賃金額を下回って
いたので、最低賃金額まで賃
金を引き上げた

新たな最低賃金額を下回っ
ていたので、最低賃金額を
超えて賃金を引き上げた

その他
最低賃金を上回って
いたが、賃金を引き
上げた

最低賃金は上回って
いたので、賃金は引
き上げていない

27.9%

16.1%

10.3%

8.8%

24.1%

27.2%

15.2%

8.7%

25.4%

22.1%

13.1%

8.7%

30.2%

17.2%

13.1%

4.0%

29.1%

10.7%

18.3%

5.3%

29.5%

13.7%

16.1%

4.5%

25.6%

35.6%

43.4%

19.9%

38.0%

41.7%

37.7%

24.7%

33.6%

38.9%

40.2%

21.7%

16.3%

29.9%

31.7%

51.8%

8.9%

20.4%

28.3%

47.3%

11.5%

24.7%

29.8%

50.1%

1.1%

1.4%

15.5%

0.5%

14.0%

0.5%

0.9%

15.0%

非製造業

（n=526）

製造業

（n=523）

全体

（n=1,049）

１～５人（n=150）

６～２０（n=191）

２１～５０（n=103）

５１人以上（n=79）

新たな最低賃金額を下回って
いたので、最低賃金額まで賃
金を引き上げた

新たな最低賃金額を下
回っていたので、最低
賃金額を超えて賃金を
引き上げた

最低賃金を上回って
いたが、賃金を引き
上げた

最低賃金は上回ってい
たので、賃金は引き上
げていない

その他

１～５人（n=251）

６～２０人（n=145）

２１～５０人（n=87）

５１人以上（n=43）

１～５人（n=401）

６～２０人（n=336）

２１～５０人（n=190）

５１人以上（n=122）
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① 最低賃金引上げによる人件費上昇への対応策（回答数：３８０社・複数回答） 

※ （１）で「新たな最低賃金額を下回っていたので、最低賃金額まで賃金を引き上げた」又は「新

たな最低賃金額を下回っていたので、最低賃金額を超えて賃金を引き上げた」と回答した３８０社

の回答割合 

 

○ （１）で「新たな最低賃金額を下回っていたので、最低賃金額まで賃金を引き上げた」又は「新た

な最低賃金額を下回っていたので、最低賃金額を超えて賃金を引き上げた」と回答した企業に、今回

の最低賃金引上げによる人件費上昇への対応策について聞いたところ、全体では「生産性の向上」 

（３５．５％）が最も多く、次いで「価格転嫁」（３３．２％）、「経費削減（交際費等人件費以

外）」（３２．１％）の順となった。 

 

○ 業種別では、「価格転嫁」と回答した企業の割合は、製造業（３８．９％）が非製造業 

（２８．３％）よりも１０．６ポイント高かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

人件費上昇への対応策／全体・製造業・非製造業（複数回答） 

機関の貸出姿勢／規模別（単一回答） 
35.5%

33.2%

32.1%

18.4%

15.5%

14.5%

6.8%

6.3%

4.2%

3.9%

3.4%

2.9%

1.1%

1.3%

23.9%

40.6%

38.9%

32.6%

20.6%

14.9%

13.1%

4.6%

5.7%

3.4%

6.3%

4.6%

3.4%

0.6%

1.1%

19.4%

31.2%

28.3%

31.7%

16.6%

16.1%

15.6%

8.8%

6.8%

4.9%

2.0%

2.4%

2.4%

1.5%

1.5%

27.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

生産性の向上

価格転嫁

経費削減

（交際費等人件費以外）

時間外、休日労働の削減

設備投資の抑制

役員報酬の削減

採用の抑制

福利厚生費の削減

外部人材の活用、

業務の外注化

非正規社員の削減

（シフト削減を含む。）

国の助成金の利用

正社員の削減

正社員から非正規社員

への切替え

その他

特になし

全 体

(n=380)

製造業

(n=175)

非製造業

(n=205)
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○ 今回の最低賃金引上げによる経営への影響について聞いたところ、全体では「多少は負担になって

いる」（３８．９％）が最も多く、次いで「負担になっていない」（２３．４％）、「大いに負担と

なっている」（２０．１％）、「どちらとも言えない」（１７．６％）の順となった。 

 

○ 「大いに負担になっている」と「多少は負担になっている」を合わせた企業の割合は、５９．０％

であった。 

 

○ 業種別では、「大いに負担になっている」と「多少は負担になっている」を合わせた企業の割合

は、製造業（６４．６％）が非製造業（５４．７％）よりも９．９ポイント高かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 全体及び製造業では、規模が大きくなるほど、「大いに負担になっている」と「多少は負担になっ

ている」を合わせた回答割合は高くなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

経営への影響／全体・製造業・非製造業（単一回答） 

機関の貸出姿勢／規模別（単一回答） 

経営への影響／全体・製造業・非製造業／規模別（単一回答） 

機関の貸出姿勢／規模別（単一回答） 

20.1%

22.6%

18.2%

38.9%

42.0%

36.5%

23.4%

18.1%

27.6%

17.6%

17.4%

17.7%

全 体

(n=1,229)

製造業

(n=536)

非製造業

(n=693)

大いに負担になっている 多少は負担になっている

負担になっていない どちらとも言えない

37.2%

25.9%

18.9%

7.6%

23.8%

24.5%

28.9%

13.4%

28.5%

25.1%

24.6%

9.8%

39.5%

54.1%

43.2%

25.9%

56.3%

49.0%

44.3%

27.4%

50.4%

51.3%

43.9%

26.5%

16.3%

15.3%

27.7%

39.0%

15.0%

19.6%

13.4%

24.2%

15.4%

17.6%

19.6%

33.3%

7.0%

4.7%

10.1%

27.5%

5.0%

6.9%

13.4%

35.0%

5.7%

5.9%

12.0%

30.4%

非製造業

（n=527）

製造業

（n=533）

全体

（n=1,060）

大いに負担になっている 多少は負担になっている 負担になっていない どちらとも言えない

１～５人（n=157）

６～２０人（n=194）

２１～５０人（n=102）

５１人以上（n=80）

１～５人（n=251）

６～２０人（n=148）

２１～５０人（n=85）

５１人以上（n=43）

１～５人（n=408）

６～２０人（n=342）

２１～５０人（n=187）

５１人以上（n=123）
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○ 最低賃金引上げへの対応のために必要な行政支援について聞いたところ、全体では「税・社会保険

料の軽減」（７２．７％）が最も多く、次いで「助成金の拡充」（３５．１％）、「取引価格適正化

への支援」（１６．８％）、「融資等の資金繰り支援」（１４．９％）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

必要な行政支援／全体・製造業・非製造業（複数回答） 

機関の貸出姿勢／規模別（単一回答） 

72.7%

35.1%

16.8%

14.9%

11.2%

8.1%

4.0%

1.8%

2.3%

15.3%

75.7%

38.3%

17.7%

14.5%

13.2%

8.2%

4.8%

1.5%

1.9%

12.5%

70.5%

32.7%

16.1%

15.3%

9.6%

8.1%

3.3%

2.0%

2.6%

17.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

税・社会保険料の軽減

助成金の拡充

取引価格適正化への支援

融資等の資金繰り支援

生産性向上への支援

人材育成、教育への支援

賃上げ実施企業の

好事例の周知

専門家の派遣

や相談窓口の拡充

その他

特になし

全 体

(n=1,233)

製造業

(n=538)

非製造業

(n=695)
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○ 外国人材の雇用状況について、在留資格別に聞いたところ、全体では「技能実習」（６．３％）が

最も多く、次いで「特定技能」（５．８％）、「その他（永住者・定住者・日本人の配偶者等）」

（５．１％）の順となった。また、「雇用していない」は８２．８％であった。 

 

○ 業種別では、「外国人留学生」の回答割合は非製造業が製造業を上回ったが、「外国人留学生」以

外の在留資格では製造業が非製造業を上回った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

外国人材の雇用状況／全体・製造業・非製造業／在留資格別（複数回答） 

機関の貸出姿勢／規模別（単一回答） 

6.3%

5.8%

4.5%

1.3%

5.1%

82.8%

11.1%

10.0%

7.3%

1.1%

6.9%

74.1%

2.6%

2.6%

2.4%

1.4%

3.6%

89.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

雇用している

（技能実習）

雇用している

（特定技能）

雇用している

（技・人・国）

雇用している

（外国人留学生）

雇用している

（その他：永住者・定住

者・日本人の配偶者等）

雇用していない

全 体

(n=1,265)

製造業

(n=548)

非製造業

(n=717)
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○ 外国人材の雇用方針について、在留資格別に聞いたところ、全体では「雇用したい（又は雇用を検

討している）―特定技能」（８．６％）が最も多く、次いで「技能実習」（７．７％）、「技・人・

国」及び「その他（永住者・定住者・日本人の配偶者等）」（５．７％）の順となった。また、「雇

用する意向はない」は７８．３％であった。 

 

○ 業種別では、製造業は「特定技能」（１２．７％）が最も多く、非製造業では「その他：永住者・

定住者・日本人の配偶者等」」（６．３％）が最も多かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

外国人材の雇用方針／全体・製造業・非製造業／在留資格別（複数回答） 

機関の貸出姿勢／規模別（単一回答） 

8.6%

7.7%

5.7%

5.7%

2.6%

78.3%

12.7%

11.5%

7.4%

5.0%

3.5%

72.6%

5.4%

4.7%

4.2%

6.3%

1.9%

82.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

雇用したい又は検討中

（特定技能）

雇用したい又は検討中

（技能実習）

雇用したい又は検討中

（技・人・国）

雇用したい又は検討中

（その他：永住者・定住者・

日本人の配偶者等）

雇用したい又は検討中

（外国人留学生）

雇用する意向はない

全 体

(n=1,220)

製造業

(n=537)

非製造業

(n=683)
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① 外国人材を雇用したい理由（回答数：２６１社・複数回答） 

   ※ （２）で「雇用したい（又は雇用を検討中）」と回答した３７０社のうち２６１社の回答割合 

 

○ （２）で「雇用したい（又は雇用を検討中）と回答した企業に、外国人材を雇用したい理由につい

て聞いたところ、全体では「人手不足への対応」（９０．０％）が最も多く、次いで「専門的知識、

技術を有する人材の確保」（１９．２％）、「海外進出・展開」（９．２％）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② マッチングイベントへの参加意向（回答数：２５６社・単一回答） 

※ （２）で「雇用したい（又は雇用を検討中）」と回答した３７０社のうち２５６社の回答割合 

 

○ （２）で「雇用したい（又は雇用を検討中）と回答した企業に、県内外の大学・専門学校の外国人

留学生とのマッチングイベントがあれば参加したいかについて聞いたところ、全体では「採用したこ

とはなく、今後も採用予定はないので参加しない」（２８．１％）が最も多く、次いで「採用するか

どうかは未定だが、参加したい」（２１．９）、「日本人の採用ができなければ参加したい」 

（２１．５％）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

外国人材の雇用理由／全体・製造業・非製造業（複数回答） 

機関の貸出姿勢／規模別（単一回答） 

90.0%

91.0%

88.9%

19.2%

16.7%

22.2%

9.2%

9.7%

8.5%

5.4%

2.1%

9.4%

3.4%

2.8%

4.3%

1.9%

2.1%

1.7%

全 体

(n=261)

製造業

(n=144)

非製造業

(n=117)

人手不足への対応 専門的知識、技術を有する人材の確保

海外進出、展開 外国人向けサービスへの対応

社内の他の外国人労働者の支援・管理能力向上 その他

マッチングイベントへの参加意向／全体・製造業・非製造業（単一回答） 

機関の貸出姿勢／規模別（単一回答） 
28.1%

21.9%

21.5%

12.1%

11.3%

5.1%

30.2%

23.7%

20.1%

11.5%

11.5%

2.9%

25.6%

19.7%

23.1%

12.8%

11.1%

7.7%

0% 10% 20% 30% 40%

採用したことはなく、

今後も採用予定はないので参加しない

採用するかどうかは未定だが、

参加したい

日本人の採用ができなければ

参加したい

採用したいので参加したい

既に採用済みで、

当面現状維持のため参加しない

その他

全 体

(n=256)

製造業

(n=139)

非製造業

(n=117)
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○ 外国人材の雇用に関する課題について聞いたところ、全体では「外国の文化や生活習慣などへの理

解が必要」（３８．６％）が最も多く、次いで「日本語の支援（受入側での日本語教育等）」 

（３４．０％）、「在留資格申請等の手続が煩雑」（３２．２％）の順となった。 

 

○ 業種別にみると、「離職・転職が懸念される、定着しない」と回答した企業の割合は、製造業 

（２３．４％）の方が非製造業（１９．７％）よりも３．７ポイント高かった。一方、「期待したほ

どの能力を発揮できない」と回答した企業の割合は、非製造業（９．９％）の方が製造業（６．６％）

よりも３．３ポイント高かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

外国人材の雇用に関する課題／全体・製造業・非製造業（複数回答） 

機関の貸出姿勢／規模別（単一回答） 
38.6%

34.0%

32.2%

30.8%

26.2%

21.4%

21.1%

20.4%

15.2%

9.4%

8.4%

12.5%

39.6%

34.1%

33.5%

30.4%

25.6%

23.4%

23.0%

21.9%

14.0%

9.2%

6.6%

11.4%

37.8%

33.8%

31.1%

31.1%

26.7%

19.7%

19.6%

19.2%

16.3%

9.5%

9.9%

13.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

外国の文化や生活習慣など

への理解が必要

日本語の支援

（受入側での日本語教育等）

在留資格申請等の手続が煩雑

社内規則や受入体制の整備

採用・人事管理のノウハウがない

離職・転職が懸念される、

定着しない

採用時に翻訳、通訳支援が必要

生活環境の整備にコストがかかる

ニーズに合う人材からの

応募がない

外国人材を採用するための情報や

ネットワークが限られている

期待したほどの能力を

発揮できない

その他

全 体

(n=1,004)

製造業

(n=457)

非製造業

(n=547)
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○ 外国人材の雇用（採用・定着）に関して必要な行政支援について聞いたところ、全体では「外国人

材の能力向上のための支援」（２９．３％）が最も多く、次いで「外国人材向け相談体制の充実」

（２５．８％）、「企業向け相談体制の充実」（２１．６％）の順となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

必要な行政支援／全体・製造業・非製造業（複数回答） 

機関の貸出姿勢／規模別（単一回答） 

29.3%

25.8%

21.6%

13.8%

13.6%

10.6%

9.7%

9.4%

8.0%

7.0%

21.0%

29.9%

26.6%

22.3%

11.2%

15.5%

8.4%

9.6%

7.6%

6.9%

6.6%

21.1%

28.8%

25.1%

21.0%

16.0%

12.0%

12.4%

9.8%

10.8%

8.9%

7.3%

21.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0%

外国人材の能力向上のための支援

外国人材向け相談体制の充実

企業向け相談体制の充実

マッチングイベントなど採用機会

の創出、人材確保の支援

特定技能試験対応のための支援

日本人向け外国人材

理解のための支援

セミナーの開催

企業や関係機関との

ネットワーク形成

県ホームページ「WORK IN 

SAITAM」やSNSでの情報発信

外国人留学生のインターンシップ

その他

全 体

(n=876)

製造業

(n=394)

非製造業

(n=482)
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V 付表 売上げＤＩ・資金繰りＤＩ・採算ＤＩ・設備投資実施率の推移 

〔売上げＤＩの推移（詳細）〕 

 

R6. R6 R6 R6. R7. R7.

1～3月期 4～6月期 7～9月期 10～12月期 1～3月期 4～6月期

（当　期） （見通し）

▲ 25.8 ▲ 18.5 ▲ 19.6 ▲ 8.1 ▲ 22.3 ▲ 14.2 3.5 ▲ 12.7

▲ 28.1 ▲ 23.4 ▲ 22.1 ▲ 5.7 ▲ 24.5 ▲ 18.8 3.6 ▲ 12.9

▲ 8.2 3.9 ▲ 8.3 16.3 ▲ 34.9 ▲ 51.2 ▲ 26.7 14.3

▲ 21.6 ▲ 37.1 ▲ 14.7 ▲ 14.8 ▲ 33.3 ▲ 18.5 ▲ 11.7 ▲ 34.4

▲ 3.7 ▲ 26.9 ▲ 21.4 ▲ 21.4 ▲ 16.1 5.3 ▲ 12.4 ▲ 35.5

▲ 67.4 ▲ 14.5 ▲ 26.7 ▲ 6.1 ▲ 32.7 ▲ 26.5 34.7 ▲ 8.0

▲ 28.9 ▲ 30.0 ▲ 38.5 2.4 ▲ 37.8 ▲ 40.2 ▲ 8.8 ▲ 17.8

▲ 26.2 ▲ 13.0 ▲ 38.3 4.4 ▲ 8.3 ▲ 12.8 17.9 11.1

▲ 44.0 ▲ 22.2 ▲ 18.5 ▲ 4.4 ▲ 18.4 ▲ 13.9 25.6 ▲ 6.1

▲ 37.3 ▲ 19.6 ▲ 15.6 ▲ 10.5 ▲ 21.6 ▲ 11.0 15.7 ▲ 27.5

▲ 39.4 ▲ 35.6 ▲ 26.0 ▲ 2.7 ▲ 27.9 ▲ 25.2 11.5 ▲ 22.1

▲ 14.5 ▲ 33.3 ▲ 17.6 ▲ 23.1 ▲ 17.4 5.7 ▲ 2.8 ▲ 14.9

▲ 22.4 ▲ 17.4 ▲ 15.4 9.3 ▲ 22.7 ▲ 32.0 ▲ 0.3 9.1

▲ 13.3 ▲ 33.9 ▲ 24.1 ▲ 20.0 ▲ 19.6 0.4 ▲ 6.3 ▲ 21.4

   非  製  造  業 ▲ 24.0 ▲ 14.9 ▲ 17.8 ▲ 10.0 ▲ 20.6 ▲ 10.7 3.4 ▲ 12.5

▲ 14.6 ▲ 26.8 ▲ 22.4 ▲ 12.1 ▲ 15.3 ▲ 3.2 ▲ 0.7 ▲ 32.6

 総合工事業 ▲ 8.2 ▲ 14.8 ▲ 23.6 ▲ 20.5 ▲ 9.1 11.4 ▲ 0.9 ▲ 29.5

 職別工事業 ▲ 21.2 ▲ 38.0 ▲ 19.2 ▲ 12.5 ▲ 22.2 ▲ 9.7 ▲ 1.1 ▲ 35.2

 設備工事業 ▲ 14.0 ▲ 28.3 ▲ 24.5 ▲ 4.1 ▲ 13.0 ▲ 9.0 1.0 ▲ 32.6

▲ 36.2 ▲ 15.3 ▲ 22.9 ▲ 17.0 ▲ 30.0 ▲ 13.1 6.2 ▲ 9.5

（卸売業） ▲ 34.2 ▲ 14.3 ▲ 9.9 ▲ 13.1 ▲ 17.4 ▲ 4.3 16.8 ▲ 1.8

 繊維・衣服等 ▲ 28.6 ▲ 35.0 ▲ 21.1 ▲ 38.1 ▲ 13.3 24.8 15.2 28.6

 飲食料品 ▲ 39.3 3.4 ▲ 3.2 ▲ 9.7 3.8 13.5 43.1 19.2

 建築材料、鉱物・金属材料等 ▲ 25.0 ▲ 21.9 ▲ 26.7 ▲ 8.0 ▲ 41.4 ▲ 33.4 ▲ 16.4 ▲ 6.9

 機械器具 ▲ 28.0 0.0 0.0 9.1 0.0 ▲ 9.1 28.0 ▲ 30.8

その他 ▲ 48.0 ▲ 26.1 0.0 ▲ 21.7 ▲ 36.8 ▲ 15.1 11.2 ▲ 5.3

（小売業） ▲ 38.1 ▲ 16.3 ▲ 35.0 ▲ 20.4 ▲ 40.6 ▲ 20.1 ▲ 2.5 ▲ 15.9

 織物・衣服・身の回り品 ▲ 35.5 ▲ 14.7 ▲ 42.5 ▲ 15.8 ▲ 32.4 ▲ 16.6 3.1 ▲ 21.6

 飲食料品 ▲ 37.1 2.8 ▲ 28.6 ▲ 18.9 ▲ 61.8 ▲ 42.8 ▲ 24.6 ▲ 5.9

 機械器具 ▲ 44.8 ▲ 26.7 ▲ 21.9 ▲ 31.0 ▲ 20.7 10.3 24.1 ▲ 3.4

 その他 ▲ 35.9 ▲ 26.8 ▲ 42.5 ▲ 18.2 ▲ 44.7 ▲ 26.6 ▲ 8.8 ▲ 28.9

▲ 5.7 ▲ 2.7 ▲ 21.4 ▲ 4.7 ▲ 29.5 ▲ 24.9 ▲ 23.8 4.5

5.8 ▲ 1.9 ▲ 11.3 3.4 6.3 2.9 0.5 ▲ 6.3

▲ 34.6 ▲ 19.6 ▲ 5.3 6.7 ▲ 15.6 ▲ 22.2 19.1 0.0

▲ 13.2 ▲ 18.4 ▲ 16.7 ▲ 20.5 ▲ 17.1 3.4 ▲ 3.9 ▲ 14.6

▲ 26.3 ▲ 7.0 ▲ 11.5 ▲ 4.2 ▲ 18.4 ▲ 14.2 7.8 ▲ 8.5

 専門サービス業 ▲ 13.3 ▲ 15.2 8.7 ▲ 14.6 5.3 19.9 18.6 ▲ 28.9

 洗濯・理美容・浴場業 ▲ 36.8 ▲ 5.3 ▲ 25.6 ▲ 3.1 ▲ 42.1 ▲ 39.0 ▲ 5.3 ▲ 5.1

 その他生活関連・娯楽業 ▲ 31.6 ▲ 10.5 ▲ 29.3 5.6 ▲ 27.5 ▲ 33.1 4.1 2.5

 その他の事業サービス業 ▲ 25.6 5.7 ▲ 2.6 ▲ 3.0 ▲ 8.3 ▲ 5.3 17.3 ▲ 2.8

単位：ＤＩ

 電気機械器具　

卸

売

 一般機械器具

 建　設　業

 サービス業

 卸売・小売業

 不動産業

 飲　食　店

 家具・装備品

 プラスチック製品

 輸送用機械器具

小

売

   製　　造　　業

 食料品製造

 繊維工業

 パルプ・紙・紙加工品

 印刷業

 化学工業

 金属製品

 鉄鋼業・非鉄金属

 情報サービス業

 運輸業

売上げＤＩの推移

前期比
業　　　　　　　種

 全 　 　　　　体

増　 減

前年
同期比
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〔資金繰りＤＩの推移（詳細）〕 

 

R6. R6. R6. R6. R7. R7.

1～3月期 4～6月期 7～9月期 10～12月期 1～3月期 4～6月期

（当　期） （見通し）

▲ 23.2 ▲ 18.5 ▲ 19.9 ▲ 17.2 ▲ 8.9 8.3 14.3 ▲ 17.6

▲ 26.0 ▲ 23.5 ▲ 24.1 ▲ 17.6 ▲ 21.9 ▲ 4.3 4.0 ▲ 19.3

▲ 6.5 ▲ 4.0 ▲ 22.9 ▲ 11.4 ▲ 25.6 ▲ 14.2 ▲ 19.1 ▲ 9.5

▲ 21.6 ▲ 39.4 ▲ 44.1 ▲ 29.6 ▲ 51.6 ▲ 22.0 ▲ 30.0 ▲ 37.9

▲ 4.0 ▲ 26.9 ▲ 21.4 ▲ 40.7 ▲ 19.4 21.4 ▲ 15.4 ▲ 25.8

▲ 47.8 ▲ 28.3 ▲ 28.9 ▲ 25.0 ▲ 32.7 ▲ 7.7 15.2 ▲ 26.5

▲ 22.2 ▲ 26.3 ▲ 33.3 ▲ 14.6 ▲ 31.1 ▲ 16.5 ▲ 8.9 ▲ 24.4

▲ 10.0 ▲ 9.1 ▲ 19.1 ▲ 6.7 ▲ 5.6 1.1 4.4 5.6

▲ 36.7 ▲ 39.6 ▲ 22.2 ▲ 11.6 ▲ 24.5 ▲ 12.9 12.2 ▲ 14.3

▲ 32.7 ▲ 27.7 ▲ 20.0 ▲ 15.8 ▲ 11.8 4.0 20.9 ▲ 23.5

▲ 39.7 ▲ 18.1 ▲ 27.8 ▲ 12.5 ▲ 16.4 ▲ 3.9 23.3 ▲ 23.9

▲ 16.7 ▲ 27.1 ▲ 15.7 ▲ 25.5 ▲ 17.4 8.1 ▲ 0.7 ▲ 23.9

▲ 29.2 ▲ 17.4 ▲ 16.3 ▲ 2.3 ▲ 15.9 ▲ 13.6 13.3 0.0

▲ 25.9 ▲ 24.6 ▲ 22.8 ▲ 26.7 ▲ 20.0 6.7 5.9 ▲ 25.5

   非  製  造  業 ▲ 21.0 ▲ 14.7 ▲ 16.9 ▲ 16.9 ▲ 0.4 16.5 20.7 ▲ 16.2

▲ 24.5 ▲ 23.8 ▲ 23.1 ▲ 19.3 ▲ 15.6 3.7 8.9 ▲ 25.4

 総合工事業 ▲ 34.0 ▲ 25.0 ▲ 34.5 ▲ 30.2 ▲ 16.7 13.6 17.4 ▲ 30.2

 職別工事業 ▲ 25.5 ▲ 29.2 ▲ 21.2 ▲ 20.8 ▲ 24.1 ▲ 3.2 1.4 ▲ 25.9

 設備工事業 ▲ 14.3 ▲ 17.6 ▲ 12.2 ▲ 8.2 ▲ 4.4 3.7 9.8 ▲ 20.0

▲ 25.2 ▲ 14.8 ▲ 18.9 ▲ 19.1 14.8 33.9 40.0 ▲ 11.8

（卸売業） ▲ 11.9 ▲ 15.1 ▲ 13.7 ▲ 14.0 15.3 29.4 27.3 ▲ 0.9

 繊維・衣服等 ▲ 9.1 ▲ 52.9 ▲ 21.1 ▲ 33.3 5.6 38.9 14.6 16.7

 飲食料品 ▲ 3.7 ▲ 6.9 ▲ 3.2 ▲ 19.4 9.4 28.7 13.1 0.0

 建築材料、鉱物・金属材料等 ▲ 14.8 ▲ 22.6 ▲ 23.3 ▲ 4.2 20.5 24.6 35.3 ▲ 3.4

 機械器具 ▲ 8.7 3.6 ▲ 7.4 9.1 20.7 11.6 29.4 0.0

 その他 ▲ 23.8 ▲ 9.5 ▲ 16.7 ▲ 21.7 14.8 36.6 38.6 ▲ 10.5

（小売業） ▲ 36.4 ▲ 14.6 ▲ 23.7 ▲ 23.5 14.4 38.0 50.9 ▲ 21.1

 織物・衣服・身の回り品 ▲ 34.5 ▲ 12.5 ▲ 30.0 ▲ 21.6 15.7 37.3 50.2 ▲ 17.1

 飲食料品 ▲ 40.6 ▲ 11.1 ▲ 21.4 ▲ 24.3 14.5 38.9 55.2 ▲ 23.5

 機械器具 ▲ 41.4 ▲ 10.7 ▲ 25.0 ▲ 20.7 12.8 33.5 54.2 ▲ 3.6

 その他 ▲ 30.8 ▲ 22.0 ▲ 17.9 ▲ 27.3 14.3 41.6 45.1 ▲ 36.1

▲ 14.3 ▲ 16.7 ▲ 21.4 ▲ 27.9 3.3 31.2 17.6 ▲ 27.3

▲ 7.7 7.5 ▲ 6.5 ▲ 1.7 0.0 1.7 7.7 ▲ 10.4

▲ 20.8 ▲ 18.9 ▲ 14.3 ▲ 13.3 ▲ 11.1 2.2 9.7 ▲ 20.0

▲ 5.7 ▲ 12.2 ▲ 9.4 ▲ 15.9 ▲ 7.5 8.4 ▲ 1.8 ▲ 15.0

▲ 20.8 ▲ 12.1 ▲ 13.7 ▲ 15.0 ▲ 18.1 ▲ 3.1 2.7 ▲ 12.6

 専門サービス業 ▲ 11.1 ▲ 15.6 ▲ 8.7 ▲ 17.5 ▲ 5.4 12.1 5.7 ▲ 23.7

 洗濯・理美容・浴場業 ▲ 41.7 ▲ 20.0 ▲ 23.7 ▲ 12.5 ▲ 34.2 ▲ 21.7 7.5 ▲ 15.4

 その他生活関連・娯楽業 ▲ 10.8 0.0 ▲ 12.5 0.0 ▲ 17.9 ▲ 17.9 ▲ 7.1 ▲ 7.7

 その他の事業サービス業 ▲ 22.2 ▲ 11.8 ▲ 10.8 ▲ 30.3 ▲ 14.3 16.0 7.9 ▲ 2.9

単位：ＤＩ

 情報サービス業

 不動産業

   製　　造　　業

小

売

卸

売

 サービス業

 飲　食　店

 卸売・小売業

 鉄鋼業・非鉄金属

 パルプ・紙・紙加工品

 金属製品

 運輸業

 一般機械器具

 輸送用機械器具

 プラスチック製品

 建　設　業

 電気機械器具　

資金繰りＤＩの推移

 化学工業

 食料品製造

 繊維工業

増　 減

 家具・装備品

 全 　 　　　　体

 印刷業

前期比
前年
同期比

業　　　　　　　種
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〔採算ＤＩの推移（詳細）〕  

 

R6. R6. R6. R6. R7. R7.

1～3月期 4～6月期 7～9月期 10～12月期 1～3月期 4～6月期

（当　期） （見通し）

▲ 28.5 ▲ 26.7 ▲ 25.5 ▲ 23.3 ▲ 26.6 ▲ 3.2 2.0 ▲ 19.8

▲ 30.5 ▲ 30.4 ▲ 27.9 ▲ 22.3 ▲ 26.9 ▲ 4.5 3.6 ▲ 19.5

▲ 6.5 ▲ 22.0 ▲ 29.2 ▲ 20.5 ▲ 44.2 ▲ 23.7 ▲ 37.7 ▲ 21.4

▲ 32.4 ▲ 39.4 ▲ 48.6 ▲ 29.6 ▲ 35.5 ▲ 5.9 ▲ 3.1 ▲ 40.0

▲ 16.0 ▲ 40.0 ▲ 17.9 ▲ 44.4 ▲ 23.3 21.1 ▲ 7.3 ▲ 22.6

▲ 50.0 ▲ 24.5 ▲ 34.8 ▲ 31.3 ▲ 49.0 ▲ 17.7 1.0 ▲ 28.6

▲ 16.7 ▲ 31.6 ▲ 35.9 ▲ 19.5 ▲ 33.3 ▲ 13.8 ▲ 16.7 ▲ 20.0

▲ 12.5 ▲ 11.6 ▲ 23.4 ▲ 20.0 ▲ 5.6 14.4 6.9 0.0

▲ 40.8 ▲ 43.4 ▲ 29.1 ▲ 19.0 ▲ 28.6 ▲ 9.5 12.2 ▲ 14.3

▲ 34.7 ▲ 29.2 ▲ 26.7 ▲ 21.1 ▲ 19.6 1.4 15.1 ▲ 30.0

▲ 45.9 ▲ 32.4 ▲ 33.8 ▲ 9.6 ▲ 25.4 ▲ 15.8 20.5 ▲ 19.4

▲ 28.8 ▲ 29.2 ▲ 17.3 ▲ 28.0 ▲ 15.2 12.8 13.6 ▲ 15.2

▲ 32.7 ▲ 21.7 ▲ 14.0 0.0 ▲ 15.9 ▲ 15.9 16.7 4.5

▲ 31.0 ▲ 42.1 ▲ 26.3 ▲ 37.3 ▲ 25.0 12.3 6.0 ▲ 27.3

   非  製  造  業 ▲ 27.1 ▲ 23.9 ▲ 23.8 ▲ 24.1 ▲ 26.3 ▲ 2.3 0.7 ▲ 20.0

▲ 24.1 ▲ 32.9 ▲ 25.8 ▲ 23.6 ▲ 20.4 3.1 3.7 ▲ 30.3

 総合工事業 ▲ 30.4 ▲ 40.4 ▲ 32.7 ▲ 32.6 ▲ 16.3 16.3 14.2 ▲ 32.6

 職別工事業 ▲ 27.5 ▲ 33.3 ▲ 23.5 ▲ 22.9 ▲ 35.2 ▲ 12.3 ▲ 7.7 ▲ 33.3

 設備工事業 ▲ 14.6 ▲ 25.0 ▲ 20.4 ▲ 16.3 ▲ 6.7 9.7 7.9 ▲ 24.4

▲ 38.2 ▲ 30.3 ▲ 32.5 ▲ 32.8 ▲ 35.4 ▲ 2.6 2.9 ▲ 19.5

（卸売業） ▲ 33.0 ▲ 31.2 ▲ 25.0 ▲ 32.5 ▲ 27.7 4.8 5.3 ▲ 10.7

 繊維・衣服等 ▲ 54.5 ▲ 52.9 ▲ 47.4 ▲ 70.0 ▲ 30.8 39.2 23.8 8.3

 飲食料品 ▲ 33.3 ▲ 35.7 ▲ 29.0 ▲ 35.5 ▲ 15.4 20.1 17.9 ▲ 11.5

 建築材料、鉱物・金属材料等 ▲ 33.3 ▲ 38.7 ▲ 35.5 ▲ 33.3 ▲ 37.9 ▲ 4.6 ▲ 4.6 ▲ 13.8

 機械器具 ▲ 17.4 ▲ 7.1 3.7 0.0 ▲ 23.1 ▲ 23.1 ▲ 5.7 ▲ 19.2

 その他 ▲ 38.1 ▲ 28.6 ▲ 20.8 ▲ 26.1 ▲ 33.3 ▲ 7.2 4.8 ▲ 5.3

（小売業） ▲ 42.6 ▲ 29.4 ▲ 39.6 ▲ 33.1 ▲ 41.8 ▲ 8.7 0.8 ▲ 26.9

 織物・衣服・身の回り品 ▲ 41.4 ▲ 34.4 ▲ 50.0 ▲ 29.7 ▲ 41.7 ▲ 11.9 ▲ 0.3 ▲ 25.0

 飲食料品 ▲ 46.9 ▲ 19.4 ▲ 42.9 ▲ 32.4 ▲ 55.9 ▲ 23.4 ▲ 9.0 ▲ 23.5

 機械器具 ▲ 44.8 ▲ 32.1 ▲ 25.0 ▲ 27.6 ▲ 39.3 ▲ 11.7 5.5 ▲ 14.3

 その他 ▲ 38.5 ▲ 32.5 ▲ 38.5 ▲ 42.4 ▲ 30.6 11.9 7.9 ▲ 41.7

▲ 20.0 ▲ 25.0 ▲ 26.2 ▲ 46.5 ▲ 46.5 0.0 ▲ 26.5 ▲ 27.3

▲ 11.5 1.9 ▲ 4.8 6.8 4.3 ▲ 2.5 15.8 ▲ 12.5

▲ 35.4 ▲ 28.3 ▲ 25.0 ▲ 18.2 ▲ 22.7 ▲ 4.5 12.7 ▲ 17.8

▲ 8.3 ▲ 14.0 ▲ 15.4 ▲ 18.6 ▲ 17.5 1.1 ▲ 9.2 ▲ 17.5

▲ 21.1 ▲ 14.1 ▲ 16.0 ▲ 18.3 ▲ 24.3 ▲ 6.0 ▲ 3.3 ▲ 12.6

 専門サービス業 ▲ 11.1 ▲ 11.1 ▲ 4.3 ▲ 24.4 ▲ 2.7 21.7 8.4 ▲ 26.3

 洗濯・理美容・浴場業 ▲ 42.9 ▲ 20.0 ▲ 25.6 ▲ 18.8 ▲ 42.1 ▲ 23.4 0.8 ▲ 10.3

 その他生活関連・娯楽業 ▲ 25.0 ▲ 2.9 ▲ 20.0 ▲ 8.3 ▲ 28.9 ▲ 20.6 ▲ 3.9 ▲ 15.4

 その他の事業サービス業 ▲ 8.3 ▲ 23.5 ▲ 16.2 ▲ 21.2 ▲ 22.9 ▲ 1.6 ▲ 14.5 2.9

単位：ＤＩ

 電気機械器具　

 化学工業

 全 　 　　　　体

増　減

業　　　　　　　種

   製　　造　　業

 プラスチック製品

 金属製品

 家具・装備品

 鉄鋼業・非鉄金属

採算ＤＩの推移

前期比

 パルプ・紙・紙加工品

 印刷業

 食料品製造

 繊維工業

前年
同期比

 輸送用機械器具

 卸売・小売業

 飲　食　店

 サービス業

 一般機械器具

 建　設　業

卸

売

小

売

 情報サービス業

 不動産業

 運輸業
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〔設備投資実施率の推移（詳細）〕 

 

R6. R6. R6. R6. R7. R7.

1～3月期 4～6月期 7～9月期 10～12月期 1～3月期 4～6月期

（当　期） （見通し）

20.3 19.9 23.4 23.9 21.6 ▲ 2.3 1.3 21.6

23.2 23.0 27.3 26.4 24.1 ▲ 2.4 0.9 26.0

31.9 34.7 38.3 42.9 31.0 ▲ 11.9 ▲ 1.0 32.6

10.8 11.4 17.6 16.0 9.4 ▲ 6.6 ▲ 1.4 24.2

3.7 11.5 21.4 14.8 6.5 ▲ 8.4 2.7 16.7

21.7 18.5 20.5 18.4 18.8 0.4 ▲ 3.0 14.6

15.8 10.0 21.1 17.1 20.5 3.4 4.7 25.0

30.2 33.3 34.0 40.9 38.9 ▲ 2.0 8.7 44.4

24.5 17.0 27.8 22.7 24.5 1.8 0.0 20.8

28.6 40.0 31.8 34.2 24.0 ▲ 10.2 ▲ 4.6 31.4

22.4 15.3 25.0 31.1 24.2 ▲ 6.8 1.9 27.7

32.7 29.4 25.5 17.6 23.9 6.3 ▲ 8.8 26.7

29.2 34.8 44.0 44.2 38.6 ▲ 5.5 9.5 34.1

15.3 16.9 16.9 13.6 23.2 9.7 8.0 16.1

   非  製  造  業 18.1 17.7 20.7 22.0 19.7 ▲ 2.3 1.6 18.3

12.7 14.1 18.1 15.6 14.1 ▲ 1.5 1.4 21.4

 総合工事業 22.0 19.6 20.0 20.0 18.2 ▲ 1.8 ▲ 3.8 18.6

 職別工事業 5.8 9.8 11.5 14.9 13.5 ▲ 1.4 7.7 17.6

 設備工事業 10.4 13.0 22.9 12.5 10.9 ▲ 1.6 0.5 28.3

17.5 14.6 14.3 20.7 17.7 ▲ 3.0 0.2 15.8

（卸売業） 19.3 15.8 17.4 22.7 17.4 ▲ 5.3 ▲ 1.9 15.6

 繊維・衣服等 23.1 10.0 15.0 19.0 15.4 ▲ 3.7 ▲ 7.7 23.1

 飲食料品 32.1 20.7 32.3 24.1 20.0 ▲ 4.1 ▲ 12.1 15.4

 建築材料、鉱物・金属材料等 14.3 18.8 16.7 32.0 15.4 ▲ 16.6 1.1 7.4

 機械器具 16.0 13.8 18.5 18.2 23.1 4.9 7.1 19.2

 その他 12.0 13.0 0.0 18.2 10.5 ▲ 7.7 ▲ 1.5 17.6

（小売業） 15.8 13.5 11.4 18.9 17.9 ▲ 1.0 2.1 15.9

 織物・衣服・身の回り品 3.2 0.0 5.0 2.8 5.7 2.9 2.5 2.9

 飲食料品 11.4 13.9 7.1 11.1 12.1 1.0 0.7 15.6

 機械器具 28.6 16.7 21.9 37.0 31.0 ▲ 6.0 2.5 31.0

 その他 20.5 22.0 12.5 30.3 24.3 ▲ 6.0 3.8 16.2

14.3 16.7 23.8 21.4 25.0 3.6 10.7 6.8

19.2 24.5 17.7 18.6 20.4 1.8 1.2 18.4

30.8 40.7 38.6 39.5 35.6 ▲ 4.0 4.8 40.0

10.8 10.0 16.7 9.1 7.3 ▲ 1.8 ▲ 3.5 15.0

22.4 19.0 29.1 30.7 25.2 ▲ 5.5 2.8 17.3

 専門サービス業 22.2 21.7 32.6 29.3 23.7 ▲ 5.6 1.5 16.2

 洗濯・理美容・浴場業 17.9 13.9 27.5 43.8 26.3 ▲ 17.4 8.4 20.5

 その他生活関連・娯楽業 30.8 21.6 34.1 25.0 25.0 0.0 ▲ 5.8 12.5

 その他の事業サービス業 18.4 17.6 21.1 25.8 25.7 ▲ 0.1 7.3 20.6
単位：％

 サービス業

 建　設　業

 卸売・小売業

卸

売

小

売

 飲　食　店

 情報サービス業

 パルプ・紙・紙加工品

 印刷業

 プラスチック製品

 運輸業

 不動産業

 鉄鋼業・非鉄金属

 化学工業

 金属製品

 電気機械器具　

 輸送用機械器具

 一般機械器具

   製　　造　　業

前期比

 食料品製造

 繊維工業

 家具・装備品

設備投資の実施率

業　　　　　　　種
増　減

 全 　 　　　　体

前年
同期比
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〔売上げＤＩの推移（平成２３年７月～）〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔資金繰りＤＩの推移（平成２３年７月～）〕 
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〔採算ＤＩの推移（平成２３年７月～）〕  
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VI 参考 アンケート調査票 

 



埼玉県四半期経営動向調査（令和７年１月～３月期） 

- 60 - 
 



埼玉県四半期経営動向調査（令和７年１月～３月期） 

- 61 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アンケート調査対象業種 第14回改訂日本標準産業分類（R5.7改訂）

電子部品・デバイス・電子回路製造業(28)、

電気機械器具製造業(29)、情報通信機械器具製造業(30)

はん用機械器具製造業(25)、生産用機械器具製造業(26)、

業務用機械器具製造業(27)

その他の生活関連サービス業(79)、娯楽業(80)

サ
ー

ビ
ス
業

飲食料品小売業(58)

機械器具小売業(59)

その他の事業サービス業(92)

小

売

業

アンケート調査対象業種と日本標準産業分類の対応

道路貨物運送業(44)

不動産取引業(68)

専門サービス業(72)

洗濯・理容・美容・浴場業(78)

その他の小売業(60)

繊維・衣服等卸売業(51)

飲食料品卸売業(52)

建築材料、鉱物・金属材料等卸売業(53)

機械器具卸売業(54)

飲食店(76)

情報サービス業(39)

建

設

業

卸

売

業

製

造

業

非

製

造

業

化学工業(16)

その他の卸売業(55)

織物・衣服・身の回り品小売業(57)

輸送用機械器具製造業(31)

総合工事業(06)

職別工事業(07)

設備工事業(08)

食料品製造業(09)

繊維工業(11)

専門サービス業

洗濯・理美容・浴場業

機械器具

その他

織物・衣服・身の回り品

飲食料品

建築材料、鉱物・金属材料等

機械器具

家具・装備品製造業(13)

パルプ・紙・紙加工品製造業(14)

印刷・同関連業(15)

プラスチック製品製造業(18)

鉄鋼業(22)、非鉄金属製造業(23)

金属製品製造業(24)

その他

繊維・衣服等

飲食料品

その他の事業サービス業　

　飲 食 店

　情報サービス業

　運輸業

　不動産業

その他の生活関連・娯楽業

総合工事業

職別工事業

設備工事業

電気機械器具

輸送用機械器具

プラスチック製品

化学工業

鉄鋼業・非鉄金属

金属製品

一般機械器具

食料品製造

繊維工業

家具・装備品

パルプ・紙・紙加工品

印刷業
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